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第１ 日時 令和５年１月３０日（月） 自 午後１時 

至 午後４時 

第２ 場所 オンライン開催 

第３ 議事 

１ 開会 

 ２ 民事判決情報のデータベース化のニーズ・意義について 

 ３ 適正な利活用の促進に向けたデータベースの在り方について 

 ４ 制度整備の在り方について 

 ５ 次回以降の議事、日時等の説明 

６ 閉会 
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議 事 

山本座長： 

ただ今から、民事判決情報データベース化検討会第 4 回の会議を開会したいと思いま

す。 

本日も御多用の中、御出席をいただきまして誠にありがとうございます。本日は所用の

ため、中原委員が御欠席、湯淺委員が午後 3時頃中座の御予定と伺っております。なお、

御欠席の委員からは事前に御意見を伺っておりますので、そちらにつきましては前回同

様、適宜のタイミングで事務局の方から代読をお願いしたいと考えております。 

それでは本日の審議に入ります前に、配付資料等について事務局から説明をお願いい

たします。 

事務局： 

渡邊です。本日の資料の確認をさせていただきます。資料 1は「民事判決情報データベ

ース化検討会について」でございます。委員の役職の変更を踏まえて、本日時点の情報と

して更新したものでございます。資料 2は「事務局作成資料」でございます。 

本日は資料 2に沿って、これまでの議論を確認しつつ、各論点について御意見を頂きた

く存じます。資料の詳細は議事の中で御説明したいと思います。最後に、会議用の資料と

しまして、次回以降の日程などについて記載したものを配付しております。 

資料の確認は以上となります。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは早速本日の議事に入りたいと思います。今お話があ

りましたように、この資料 2に沿って御議論をいただきたいと思いますので、まず事務局

から説明をお願いいたします。 

事務局： 

渡邊です。それでは資料 2 を御覧ください。まずこのスライドの 1 ページから 8 ペー

ジまでについて御説明差し上げたいと思います。 

スライドの 2ページを御覧ください。これまでの会議の経過でございますが、第 1回の

検討会では、日弁連法務研究財団の PTにおける議論を参考に、本検討会における議論の

全体像をお示しした上で、皆様にフリーディスカッションをしていただきました。その後、

民事判決情報の利活用の現状と可能性について、研究者、出版社、商用データベース会社

の皆様からヒアリングを実施いたしまして、前回は日本弁護士連合会の海外調査の結果

について御報告を頂いたところでございます。これまでの会議の中で、委員の皆様からは、

制度設計に当たっては、多様な利活用の在り方を念頭に置きつつ、仮名処理の在り方にだ

け着目するのではなく、スキーム全体、民事判決情報のライフサイクルの中で、いかにし

て訴訟関係人の権利利益の保護を図っていくべきか、利活用の流れの中でどのようなリ

スクが生じる可能性があり、それにどのように対処していくのかという観点から検討を

進めるべきでないかとの御意見を頂いたところでございます。そこで、本日の会議の目標
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としましては、まずはこれまでの会議の結果を確認しつつ、制度設計に当たって念頭に置

くべきスキーム、情報の流れについて認識をすり合わせさせていただきまして、その上で、

民事判決情報の利活用の過程で生じ得るリスクの洗い出しをお願いしたいと考えており

ます。その後、時間の許す限り、制度設計上の論点整理も併せてお願いしたいと考えてお

ります。 

3 ページを御覧ください。本資料の全体像を示したものでございます。第 1から第 3ま

での大きな項目は、第 1 回の検討会で、資料 2 としてお示ししました検討事項の例に対

応しております。細目につきましても、資料 2におおむね対応しておりますけれども、こ

れまでの会議において皆様から頂いた御意見や有識者ヒアリングの結果を踏まえまして、

補充的な記載もさせていただきました。資料の途中に論点を設けております。本日はこれ

らの論点について、皆様から御意見を頂きたく存じます。 

それでは内容に入っていきたいと思います。スライドの 4ページを御覧ください。まず

「民事判決情報データベース化のニーズ・意義」でございます。これまでの議論を確認し

つつ、今後検討を進めるに当たって念頭に置くべきスキーム、情報の流れについて御議論

いただく前提として、方向性について御意見を頂きたいと存じます。 

スライドの 5ページを御覧ください。民事判決情報を提供することの意義について、こ

れまでの議論を確認したものとなります。民事判決情報を提供することの重要性に関し

ましては、司法制度改革審議会意見書などにおいて指摘されてきたところでございます

けれども、本検討会におきましては、より具体的に、我が国の対外的信用の向上につなが

るとか、ビジネス基盤の整備あるいは市民生活の安定や発展に資するといった意義が確

認されました。第 3回検討会におけるウエストロー・ジャパンのヒアリングにおきまして

は、翻訳システムを使いつつ英訳するといった将来展望も示されたところでして、我が国

の国際競争力の向上にも貢献できる可能性が示されました。また、第 2回検討会のヒアリ

ングにおける判例タイムズ社の創刊の言葉にもございましたように、我が国においては、

これまでも国民の主体的な関与の下で、より適正な司法の実現に向けて判決情報の提供

が行われてきたところでございますけれども、これを更に進めて、より多くの民事判決情

報を国民が利用しやすい形で提供することが、司法に対する国民の理解の増進とその信

頼の向上にもつながり、より良い司法の実現につながっていくと、このことは委員の皆様

からも御示唆いただいたところかと存じます。 

6 ページ目を御覧ください。折しも我が国においてもデジタル化が進展しているところ

でありまして、データ利活用の機運が高まっています。民事司法の分野においても、法改

正により、これまで紙媒体で作成されていた判決書が電磁的記録として作成されること

になりまして、民事判決情報を一層利用しやすい環境が整いつつあると考えられます。こ

うした状況の下で、第 2回の検討会においては、民事判決情報全般が国民に提供されるこ

とによって、多数の判決の内容を分析できるようになることはもちろんのこと、裁判例の

傾向あるいは潮流といったものの分析をすることができるようになるのでないかとの御
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指摘や、機械学習の素材として用いられることによって、より充実した商用データベース

やリーガルテック製品など、高品質な法的サービスの提供をサポートする AI の研究開発

基盤になり得ることなどが指摘されました。また、テキストデータを学習した AI の利活

用は法律以外の分野でも進んでおりまして、多数のテキストデータとしての民事判決情

報の提供は、こうした他分野における研究開発の基盤整備につながることも期待されて

いるところです。司法政策の分野におきましては、より多くの民事判決情報が提供される

ことにより、現在提供されている統計情報に比べまして、より詳細で精緻な統計的分析が

可能になるとの御指摘もありました。法的支援の対象とすべき事件類型や、これまで明ら

かになっていなかったジェンダーの障壁が明らかになる可能性も示されました。また、法

学教育の現場に提供されることにより、事実が裁判事件になる過程やその過程において

法律家がどのような役割を果たせるかということについて、より実践的な教育が可能に

なるとの御意見もありました。 

7 ページを御覧ください。以上を踏まえた議論のまとめとなりますけれども、デジタル

化の進展などに伴いまして、民事判決情報を利活用し、市民生活の安定、社会経済の発展

に役立てていく可能性はより高まっていることから、その前提として民事判決情報を国

民に提供するということの重要性が高まっているものと考えられます。そういたします

と、デジタル社会にふさわしい適切な提供の仕組みを設けるなどして、利活用を促進する

ための環境整備、基盤整備を行う必要があると考えられますが、いかがでしょうか。この

点につきまして、委員の皆様との間で共通の認識を持っておきたく、論点とさせていただ

いた次第でございます。 

8 ページを御覧ください。以上るる申し上げてきたところを取りまとめたイメージ図を

記載したものでございます。追って御議論いただく部分ではございますけれども、民事判

決情報の利用者としましては様々な主体が考えられるところかと思われます。水色の箱

のようなもので例を示しておりますけれども、法律実務家はもちろんのこと、商用データ

ベース会社、出版社、研究者、リーガルテック企業を始めといたしまして、本検討会のヒ

アリングでは、法科大学院等の教育機関、ビジネスを行っている民間企業、司法政策ほか

政策決定を行う国等の機関も利用者として想定されるところかと思います。これらの主

体がオレンジ色の楕円形に記載した付加価値をつけまして、民事判決情報が国民に還元

されていくということになろうかと存じます。利活用の主体としてあえて国民は記載し

ておりませんけれども、いずれの段階においても民事判決情報を入手し得るものと考え

られます。こうして民事判決情報が付加価値を得ながら社会の隅々まで流通していくこ

とによって、法の支配の更なる浸透、司法に対する国民の理解増進、信頼向上、より良い

司法の実現といった意義・目的が実現されることが期待されようかと思います。以上を踏

まえまして、論点 1について、皆様から幅広い御意見を頂けたらと存じます。 

以上でございます。 

山本座長： 
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はい、ありがとうございました。それではただ今御説明がありました、この資料 2の 8

ページ辺りまでですね。総論的なところかと思いますけれども、事務局の方からは、この

デジタル化の進展等を踏まえて、民事判決情報の利活用を促進するための環境整備ある

いは基盤整備を行う必要があると考えられるという方向性、この論点 1 にあるところで

ありますが、その点が示されたわけでありますけれども、いかがでしょうか。この点、今

御説明があった点等どこでも結構ですので、また、どなたからでも結構ですので、御質問、

御意見、何でもお出しいただければと思います。小塚委員、お願いいたします。 

小塚委員： 

学習院大学の小塚です。論点 1のように問いかけられれば、このような環境整備、基盤

整備を行う必要があると考える、「イエス」というのが私の答えですし、多くの先生方の

答えであろうと思います。意義についても御説明いただいたとおりで結構です。 

それで 8 ページ目のこの図は、私は非常によく考えて作っていただいているなと思っ

ておりまして。それは、エンドユーザーのところにのみはまるように民間企業とか行政庁

を書いていただいている一方で、研究者などは利活用機関との境目のところに書いてい

ただいている、つまり研究者個人あるいは個人のグループであっても、利活用機関として

関与することがあるという、そういうイメージ。あるいはリーガルテック企業というのが、

同じように境目に書いてあるというのも、恐らくリーガルテックのサービスを提供する

企業はエンドユーザー的な立ち位置のところもあるのでしょうけれども、その前提にな

る開発をする企業は利活用機関の立場になるということだと思いまして、その点も含め

て非常に重要だと思います。 

ちょっと確認を兼ねた御質問を一つさせていただきたいのは、現在のテクノロジーの

中でのクラウドというものをここでどう位置付けているかということです。少なくとも

お願いをしたい、したがってこの質問にイエスと回答していただきたいというのは、先ほ

ど申し上げた、研究者あるいはリーガルテック企業の開発部門などは、クラウドを使って

この民事判決データを分析したいというニーズが非常に強いと思います。自分のパソコ

ンに落としてできるデータ量ではないというふうに、AI による解析等はですね、そうい

うデータ量ではないというふうに私は理解していますので、そのようなことを認めると

いう前提で議論を立てていただいているでしょうかということです。これは私の期待と

してはイエスと答えてほしいということです。 

そうなりますと、そもそもの裁判データ、さらに言えば、裁判文書としての判決書も含

めて、クラウド上に載るという世界があり得るのではないか。今政府がガバメントクラウ

ドというものを整備しようとしていますので、そうすると、例えば裁判官が在宅起案など

されるときにも、判決データや訴訟資料がガバメントクラウド上にあって、生体認証等で

セキュリティの保護されたパソコンでそこにアクセスをして、そして先ほどもお話があ

りましたが、電磁的に判決文を作る、それがクラウド上で裁判所から情報管理機関、どこ

かの段階で司法行政文書に変わるのでしょうけども、そしてそこから利活用機関に受け
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渡される。いちいち USB メモリーとか DVD とかの媒体に落ちてこないという世界も遠か

らず実現するというふうに私は期待しておりまして、そういうことを排除するものでは

ないという確認をさせていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは事務局の方からお答えいただけますでしょうか。 

事務局： 

渡邊です。御質問ありがとうございます。小塚委員のお尋ねは、この後の論点の中でも

言及されるべきお話かなと思いつつ伺っておりました。 

2 点ございましたが、まず、情報管理機関が収集管理することとなる民事判決情報がど

のような形で利活用機関に提供されていくのか、その在り様についてのお尋ねであった

かと思います。現時点で事務局として何か定見があるわけではございませんが、御指摘あ

りましたように、将来的な利活用の在り様を見据えた上で制度設計していくべきでない

かという観点からいたしますと、御指摘のようなニーズが現実化されるようであれば、そ

ういったことも視野に入れて設計されていくべきかと思います。その点については現在、

日弁連法務研究財団の方で、情報管理機関における事業の在り方について幅広く調査研

究を進めていらっしゃるところですので、この検討会には日弁連推薦の委員も御参加い

ただいておりますが、私どもの方でも御指摘いただいたところをきちんとお伝えしてお

きたいと思います。 

もう 1点は、この後の議論にも関わることかと思いますけれども、仮に裁判所が情報管

理機関に民事判決情報を包括提供するものとするとして、その提供が技術的にどのよう

に実現されることが望ましいのか、ということであったかと思います。その在り方につい

ても大いに御議論いただければと思いますし、制度実現に向けては、裁判所とも協議をす

る必要があるところでございますので、今の御指摘を始め、この検討会で御指摘、御意見

いただいた点を参考にして、協議を具体化していきたいと思っております。 

以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは板倉委員お願いいたします。 

板倉委員： 

はい、ありがとうございます。先ほどいただいた命題自体は、小塚先生おっしゃるとお

り誰も否定しないもので、そのとおりですということですが、私なりのブレークダウンで

是非三つお願いしたいことがあります。 

一つは利活用を促進するための環境整備、基盤整備ということですので、やはり一般的

に用いられる、使いやすいフォーマットで提供されるということをどこかの段階で確保

していただきたいというのが一つです。 

もう一つは、情報管理機関及びこれを所管する、法律としては法務省が所管されるのだ

と思いますが、そちらで是非国際的なやり取りをしていただきたいということです。今回
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はいわゆる各国ものは日弁連の調査によったわけですが、実際に始まりますとこれに相

当する各国の機関とのやり取りがマルチ及びバイで発生すると思いますので、是非それ

は積極的にやっていただきたい。理想的には同じフォーマットで交換できて、資料にも書

いてある、英訳というのもありますが、外国の情報も取れるというのが望ましいと思いま

す。今のところ全くそこまでいっていないと思います。恐らく近い将来、各国でという話

も出ると思いますので、それを是非お願いしたいと思います。 

3 番目は、役所側から言いづらいと思いますので私の方で申し上げておくと、後でも出

てきますように、恐らく情報部分の、IT 部分の改修等が必要になりますので、裁判所及

び法務省の方に十分な予算・機構・人員を付けるということも含めて環境整備・基盤整備

だというのを盛り込んでいただければと思います。 

私からは以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。御意見、御要望ということだったかと思いますが、事務局の

方から何かコメントがあればお願いします。 

事務局： 

渡邊です。貴重な御意見ありがとうございました。御意見を踏まえて検討を進めていき

たいと思いますけども、板倉委員に 1点質問させてください。 

先ほど御紹介しましたように、日弁連法務研究財団では、情報管理機関における事業の

在り方についての調査研究が進められておりますが、どのような形で利活用機関にデー

タ提供していくのかということも論点となっております。そのことに関連しまして、使い

やすいフォーマットという表現をされましたが、現在のデジタルデータの利活用の場面

ではどういったフォーマットが望まれているのか、御知見があれば御紹介いただけたら

と思います。 

板倉委員： 

はい。世界的に標準があるかどうか、知らずにコメントしたのですが、少なくとも CSV

と XML があればそれと、さらに、議論中かどうか分かりませんが、世界的にこういうフォ

ーマットでこういう項目で標準化するのだというのがあれば、それもできればやってい

ただければというふうに思います。 

事務局： 

ありがとうございました。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは引き続きまして、増田委員お願いいたします。 

増田委員： 

はい、ありがとうございます。私の方からは、この環境整備というものの中には安全性

ということも含まれていると理解しておりますけれども、この度のデータベースという

取組をすることによって、それが国民の方からどういうふうに見えるかというところに、
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非常に関心があるところです。 

国民から見える形で安全性がきちんと確保されている、適格性をしっかりやっていま

すよ、ということが分かるような、そういう環境整備であってほしいというふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは続きまして、山田委員お願いいたします。 

山田委員： 

ありがとうございます。私も論点の 1につきまして総論として異存はございません。そ

の上でこの図についても大まかには異存はないのですけれども、先ほどの御説明におい

て、「国民」はあえてここには記していないとのことでした。このフローのどこからでも

取っていけるのだと、こういう御趣旨でございます。抽象的にはおっしゃるとおりだろう

と思いますけれども、他方でエンドユーザーとして想定されているルートは、基本的には

この利活用機関を通じて有償で情報を得ることが想定されているだろうと。その他教育

機関とか民間企業とかを通じて得ることもあるというお話だったかと思います。しかし、

法の支配の更なる浸透という大きな目標を掲げた場合に、今申し上げたようなエンドユ

ーザーの捉え方はやや狭いように見えてしまうという懸念を持っております。 

例えば ODR の利用促進に係る方針では、一般の国民の方が判例を含めた情報収集とか、

あるいは相談のフェーズから調停等の解決手続のための機関、フェーズへの往還が想定

されておりまして、弁護士等に依頼する前に様々な情報に触れることを想定していたと

ころです。そのように考えますと、エンドユーザーとしての国民について、もう少し見え

る形でセットアップしていくことも検討の余地があるのではないかと思います。 

具体的には例えば公益的な活動、情報提供をしている法テラスや消費生活相談のよう

な機関にもこの情報が少し広く行き渡り、その結果として国民により広く行き渡るとい

うようなルートもあり得るのではないかという見通しを持っておりますけれども、差し

当たりそのような視点も必要ではないかということだけ申し上げさせていただきます。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは米村委員お願いいたします。 

米村委員： 

まず、論点１に関しては、私もほかの先生方と同様に、これはもうイエスと答えるほか

はないだろうというふうに思います。ただ、環境整備というところに関連して、若干考慮

すべきことがあるように思いますので、その点に関連して若干コメントさせていただき

たく存じます。 

利活用を進めるということになりますと、社会の中に、具体的にどのような利活用ニー

ズがあるのかということが非常に重要になってくるように思います。もちろん、現状では

ニーズがなくても、始めればいろいろな利活用の在り方が出てくる可能性もあるかもし



8 

 

れませんが、少なくとも現在の社会の中に存在しているニーズを酌み取って制度設計す

るということは、やはり必要なことではないかと思います。 

これは、以前のこの会議でも私から申し上げたことですが、様々な利活用の在り方が想

定されるのであれば、それに応じて様々な情報提供の在り方が考えられますので、情報の

加工の種類を複数に分けて、それぞれの加工パターンの情報を利活用の在り方に応じて

提供するというようなことも考えてよいのではないかと思います。そういったことも含

めて、どのような利活用があり得るのかを、実際に調査していただくということを是非御

検討いただきたいと思います。例えば、研究者を含む法律家や企業の法務担当者、民間の

シンクタンクのような人が使うということは当然想定されるわけですが、それにとどま

らず、マスメディアとか、自治体関係者とか、様々なセクターがこういった民事判決情報

を今後の検討に当たって必要としているということは、容易に想像されるわけです。そう

いう人たちが、どういう事件について、どういう情報をもとに、何を知りたいと思ってい

るのか、というようなことを調べていただく方が良いように思います。 

この点は、恐らく次の検討課題ということになるのだと思いますが、民事判決情報につ

いて、どういう仮名化処理その他のセキュリティ対策を講じていくかということにも大

きく関わるところです。ニーズの少ない民事判決情報を、セキュリティ不十分な状態で出

すというのはむしろ好ましくないので、ニーズが少ないのであれば、強く加工して利活用

の便を犠牲にしても、セキュリティを重視して強い対策をとるという方向になる可能性

もあるわけですが、逆に正当な利活用のニーズが非常に強いということになると、あまり

強い加工をしてセキュリティ対策ばかり考えるのは好ましくないということにもなって

きそうです。この辺りは、一種のトレードオフの関係にあるということが否定できないよ

うに思いますので、ニーズの有無、内容を詳しく調査していただくということがその後の

議論の精緻化にもつながっていくように考えているところです。 

小町谷委員： 

この論点について、全く異論ございません。各論点についての検討を進め、最後にもう

一度戻ってきて検討してもいいのではないかと存じます。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにございますか。よろしいでしょうか。御発言いただい

た委員からも、恐らく異論のないところという御発言もありました。基本的にはこの論点

1 自体については特段の御異論はなく、こういうことだろうということだと思いますが、

それを具体的に進めるに当たって、今後それらの多くは各論的な議論の中で論じられる

ことになるのではないかと思いますけれども、何点かの御指摘、御意見あるいは御要望等

があったと理解しました。事務局の方から、この段階で今までのところ何かございますか。 

事務局： 

渡邊です。座長に適切におまとめいただいたと認識しております。環境整備等の必要性
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があることについては皆様の御認識が一致したところかと思いましたが、それを具体化

するに当たっていろいろな観点からの御示唆を頂いたと認識しておりますので、各論を

御検討いただくに先立ちまして、事務局として検討を進めておきたいと思います。ありが

とうございました。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは、引き続きまして資料 2の先の部分になりますけれ

ども、9 ページから 11 ページの辺りですかね。9 ページから先の部分について事務局の

方からまず説明をお願いいたします。 

事務局： 

渡邊です。それではスライドの 9ページから 11 ページについての御説明を差し上げた

いと思います。ただ今の御議論を踏まえまして、環境整備の在り方について御意見を頂き

たいと思います。 

まずは、これまでの議論の確認でございますけれども、スライドはこれまで皆様から頂

いた御意見や、有識者ヒアリングの結果を記載したものとなります。一つ目は、財団 PT

においても議論されてきたことでございますけれども、我が国におけるデジタル化の進

展を踏まえますと、AI を活用するなど、現在とは異なる利活用の在り方が考えられると

ころでございまして、こうした利活用の在り方を見据えながら、提供の仕組みを検討すべ

きであるという御意見を頂いております。こうした御意見も踏まえて有識者ヒアリング

などを実施してきたところでございますけれども、ヒアリングにおいては、データは、あ

るデータセットを単独で置いていても価値が高まることはなくて、これを組み合わせた

り編集したりすることによって価値が発揮されるという特質を有することから、データ

形式による編集のしにくさや利用条件などの制約がなく、自由に使用、編集、共有できる

オープンなデータとして整備する必要があるとの御指摘を頂きました。また、データ整備

の在り方については、法律以外の分野におけるデータ利活用の進展状況について実情を

伺ったところでございますけれども、理想としてはデータの提供時に一定のタグ付けを

行うなど、利活用しやすい形に加工されているデータが望ましいとは言えるものの、他方

において、データの提供元に加工を求めた場合に、それがためにその負担がデータ提供の

あい路になっている例があるという実情も御紹介いただいたところでございます。 

続きまして 10 ページを御覧ください。引き続きこれまでの議論の確認となりますけど

も、商用データベース会社のヒアリングでは、現在各社がそれぞれに各自の負担で行って

いる民事判決情報の電子データ化、それから仮名処理の作業については、これを集約して

実施することにより、社会全体として効率化を図ることができるとともに、データの品質

確保にも資するとの御意見を頂きました。これまで確認してきましたとおり、民事判決情

報の利活用を促進する上では、大きく二つの視点があると思われます。一つには、オープ

ン化の視点、すなわち情報を公開するという言葉どおりの意味に加えまして、先ほど御紹

介しましたような、できるだけ自由に使用・編集・共有できるデータを目指すという視点
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がありまして、もう一つには、データベース化の視点、すなわち各地で言い渡される民事

判決を 1 か所に集約いたしまして、そこから提供していくという視点があろうかと思い

ます。第 1回の会議から御示唆いただいていた視点ではございますけれども、これらの視

点はそれぞれ異なる視点でありまして、それぞれの視点に基づき適切に論点整理をした

上で検討を進めるべきであろうかと考えられます。 

11 ページ目を御覧ください。先ほど御紹介した御意見を踏まえまして、スライドの 11

ページ、12 ページでは、オープン化の視点と、データベース化の視点、それぞれから見

た検討課題について整理しております。まずスライド 11 ページのところですが、オープ

ン化の視点から見た検討課題について御意見を頂きたいと思います。現行制度下におき

ましても、訴訟記録の閲覧等の制度ですとか、裁判所からの便宜供与などにより、民事判

決情報にアクセスすることは可能であると考えられます。しかしながら、本検討会で示さ

れました利活用の将来展望、すなわち裁判例の傾向分析ですとか高度な統計分析、それか

ら機械学習の素材としての利活用などを念頭に置いた場合、仮名処理や関連情報の付加

など一定の加工をすることが望ましいとも考えられます。もっとも、こうした加工を行う

ためには一定の費用がかかることも間違いありません。この点については、利活用する者

がそれぞれの負担で、それぞれの利活用に適した形の加工を行うということも考えられ

るところではございますが、それぞれがこの費用を負担するということはいかにも非効

率的でありまして、品質確保の点からも問題があろうかとも考えられます。そこで、民事

判決情報の提供に当たりましては特定の機関による統一的な加工がされたデータを提供

していくのが適当であるとも考えられるかと存じます。この点について、委員の皆様の御

意見を頂ければと考えております。 

以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。ということで、事務局の方からは、このオープン化の視点、

論点 2となっている 11ページのところですが、これにつきまして、個々の利活用機関が

それぞれで加工をしていくということではなくて、特定の機関、8ページでは、情報管理

機関という名前が付けられているかと思いますが、そういう特定の機関による統一的に

加工がされたデータを提供するのが適当であると考えられるのではないか、という方向

性が示されているところであります。この点につきまして、御質問、御意見等御自由にお

出しいただければと思います。湯淺委員、お願いいたします。 

湯淺委員： 

明治大学の湯淺でございます。今御説明いただいたうち、特定の団体に加工を委ねて、

そこから提供するということにつきまして私も賛成でございます。加工に当たって元デ

ータといいますか、判決の生データと申しますか、そこには個人情報やプライバシーなど

非常に機微な情報が多数含まれておりますので、一定の加工技術を使い得る、それだけの

能力を有する団体に委ねるということが適当であるということで、それは私も賛成でご
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ざいます。 

また、事業継続性という観点から鑑みましても、元々決して大きなマーケットではない

ところに、事業者が乱立をして共倒れになるということは避けたいと思います。事業継続

性という点も考慮する必要があると思います。 

他方で、やはり今御説明にあったオープン化とデータベース化ということは、既に御案

内のとおり、オープンにすることとデータベースとして有料提供するということについ

ては、一定の緊張関係があることも事実だと思います。したがって、オープンにしつつも、

利用者が一定の受益者としての負担を行うというスキームを維持しつつ、かつそれが例

えばサイバー攻撃によって大量にデータを窃取され、いわばタダ取りされてしまってそ

のスキームが壊れてしまうということがないようにするということも極めて重要だと思

いますので、そのデータの加工あるいは生データの裁判所から団体への授受の途中、ある

いはデータ加工方法それ自体というようなセキュリティがかなり高度に求められると思

いますし、また、万が一漏えいした場合に、それ以上データが広がって利用されることを

防ぐ仕組み、一例を挙げれば、不正競争防止法上の限定提供データの導入を検討するとか、

そのような検討も必要なのではないかと思っております。 

山本座長： 

ありがとうございました。それではタニグチ委員お願いいたします。 

タニグチ委員： 

はい、ありがとうございます。今ですね、皆様の方で情報管理機関の在り方について議

論されていると思うのですけれども、現時点で、経団連の中でこちらについて統一的な見

解があるわけではないのですけれども、この時点で明示的に御議論いただいた方がよろ

しいかと考える点が 2 点ございますので、そちらについてお話をさせていただければと

いうふうに思っています。 

1 点目として、データベースの管理や判決文の仮名処理を行うとした場合については、

公的な要素がやはり大きくなってくるのかなというふうに考えますので、民間の情報管

理機関に任せるという選択肢のほかに、何らか裁判所の管理下にあるようなですね、公的

な組織で行うということも考えられるのではないかというふうに思います。先ほどおっ

しゃられた事業の継続性の懸念とかですね、データ処理における事故があったときの対

応、あるいは利用機関に何らか問題があったときにどういうふうに対応するか、こういっ

たことに総合的に一つのやり方で対応することが大切な機関と思われますので、そうい

った組織の在り方は御検討いただければというふうに考えてございます。 

2 点目のですね、御議論いただきたい点としましては、仮にそういった公的な、裁判所

から独立した団体に任せるというような、民間的な団体に任せるというふうにした場合

にはですね、今度は逆に情報管理機関を一つのみとするのがよろしいのか、それとも複数

認めるのかという論点があろうかと思います。今までの御議論を拝見すると、やはり統一

的な対応ですとか、加工という観点から集約するというところで考えられているのだと
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思うのですけれども、仮に民間にする場合にはですね、複数を認めるのかどうかというこ

とについても明示的に議論をしていくのがよろしいのかなというふうに考えてございま

す。 

はい、以上です。 

山本座長： 

ありがとうございます。今後検討すべき論点の御指摘を頂きました。今後の各論的な論

点ところで、また御議論をいただければと思います。では続きまして、板倉委員お願いい

たします。 

板倉委員： 

はい、ありがとうございます。ちょっとさっき論点 1のところで先に申し上げてしまっ

たところもありますが、統一的な、一般的に使いやすい加工がされたデータが特定の機関

により提供されることが望ましいと思いますので、繰り返しになりますが、CSV とか XML

のような扱いやすいフォーマットを特定の機関が提供するということに異論はありませ

ん。もう一つは、先ほど予算の話もしましたが、この特定の機関も基本的にはすごくもう

かるというようなものではないと思いますので、何らか事業継続性も含めて裁判所、法務

省のほかに、この特定の機関についても適切な予算および人員が確保されるようお願い

したいと思います。 

他方でそのようにもうからないとはいえ一定程度独占するか複数かどうかという論点

は今経団連からもいただきましたが、独占するとすれば透明性も求められると思います

ので、一定の透明性が確保されるような仕組みも備えていただければと思います。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは鹿島委員お願いいたします。 

鹿島委員： 

はい、ありがとうございます。司法書士の鹿島です。民事判決情報が我が国の公共財で

あるということを念頭に置けば、国民が広く、容易にアクセス可能であることがまず必要

であると考えております。その点で、加工されたデータの品質確保という観点からは、仮

名処理などを統一的に行う必要性があると考えますので、特定機関による統一的データ

の提供が望ましいと考えておりまして、御提案の内容には賛成でございます。 

確認したい点が 2点ほどございまして、先ほど来、資料などにおいて、その関連情報を

付加するなどの加工をするという旨の御説明等があったかと存じます。先ほど米村先生

の方からニーズ調査の必要性について言及がされていたところなのですが、その付加さ

れる関連情報というのは、その判決以外の、例えば訴状であるとか準備書面等から得られ

る情報もまず想定されるのかというところで、これは、判決書のみでは利活用に資するだ

けの十分な情報というのが得られないような場合もあるのではないかなと思った次第で

す。 
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あともう 1点が、最終的にエンドユーザーに提供されるサービスというのは、単にその

高度な判例検索などにとどまらず、先ほどからお話があるように、ビッグデータとしての

提供なども想定されるところかと思うのですが、行政保有のビッグデータの活用という

のは、既に行政機関等が匿名加工情報の民間事業者等への提供という形で実現している

かと思います。もしこれと同程度のことを、そもそも実施するのか否かというところは議

論の余地があると思うのですが、もし実施するのだとすれば、その情報管理機関の役割と

して、単に仮名処理であるとかタグ付けを行うのみならず、やはりその利用者の提案等に

応じた匿名加工情報という形でのデータ提供までも想定していくのが望まれるのではな

いかなというふうに考えておりますが、この点はいかがかなというところを確認させて

いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

山本座長： 

ありがとうございました。いずれも今後議論いただいていくところかなと思いますが、

御質問ということでしたので、事務局の方から今の時点で何かございましたらお願いし

ます。 

事務局： 

渡邊です。御指摘のようにこれからの議論というところは大いにあろうかと思います

が、ひとまず二ついただいたお話の中の前者の方、関連情報の付加の点についてコメント

させていただきます。この点については、日弁連法務研究財団でも議論されてきたところ

ではございますが、念頭に置いているデータ提供というのは基本的には裁判所から提供

を受けた判決の生データ、これに適切な仮名処理等の加工をした上で提供していくとい

うことを想定しております。現在運用されている商用のデータベースなどを拝見してお

りますと、様々なデータが付加されて活用されている現状がございまして、仮名処理され

たデータ本体だけを渡すのではなく、そのデータ本体中に含まれている情報、例えば判決

の言渡年月日ですとか言渡裁判所ですとか、本文自体に含まれる様々な情報をメタデー

タとして付加するということも考えられるかと思いますし、あるいは切実なニーズとし

てありますのは、提供を受けた判決データが確定したものなのかどうか、あるいは不服申

立てがされて上級審に係属しているのかどうかとかですね、そういった判決に関わる情

報についてメタ情報として必要なものがあれば、それを付加して提供していくべきでは

ないか、そういう議論が今正に進められているところでございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは巽委員お願いいたします。 

巽委員： 

巽でございます。オープンデータ化とデータベース化を分けて議論した方がいいので

はということを初回から申し上げておりましたところ、そういう趣旨の資料をお作りい

ただいたものと承知いたしました。その上で、まず論点 2のオープン化ですけれども、前

回の会議でオーストラリアとか韓国の例を御紹介いただきましたとおり、仮名処理をす
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る、付加情報を付けるといったところを、国の側でやるのか、情報管理機関がやるのか、

もしくは利活用機関にやってもらうのかといった辺りは、法制が分かれているようであ

ります。現状、事務量といったプラクティカルな観点から、事実上国ではなく情報管理機

関から先に委ねざるを得ないというところが基本認識としてあるように感じており、私

もそこに反対するわけではないのですが、判決情報のオープンデータ化は、国の保有する

データを国の施策としてオープンにするというものですので、国とは異なる外部の法人

に委ねるとしても、そこに適切な法的な規律をかけるということはやはり基本線だと思

います。 

また、この論点 2の中には二つのことが併せて出てきているような感じがします。一つ

は仮名化で、もう一つは使いやすいデータにするために付加情報を加えるという話です。

この二つは性質が違うものだと思いますので、同じオープン化のフローの中でも、やはり

分けて考えなければならないと思います。この論点 2の 3行目に、「仮名処理や関連情報

の付加など一定の加工をしてデータ化する必要がある。他面において、こうした加工には

一定の費用がかかり、利活用をする者がそれぞれにこれを負担することは、社会的にみて

非効率的」だとあるのですけれども、利活用機関に渡す前に最低限の仮名化はしなければ

いけないわけで、いわば仮名化はオープンデータ化と表裏になった部分であるのに対し

て、付加情報はむしろデータをより使いやすくするためのもの、プラスアルファの部分で

すから、この二つは分けないといけないと思うところです。これは国がどこまでやるべき

かという話とも関わってくるわけでして、仮名化はやはりオープンデータの必須の前提

ということでありますと、情報管理機関に仮名化を委ねるにしても、その部分については

国の側でもきちんと見ていく、法的な規律もかけていく必要が大きくなるように感じる

一方で、付加情報は、国の側で決めすぎてしまうと、利活用機関を始めとする民間のニー

ズを酌み取れずに硬直的な制度になってしまうということがありますので、そちらはむ

しろ民間の意見をきちんと聞きながら進めていけるような柔軟な仕組みが要ると思いま

す。細かいところまではまだ考えが及んでおりませんけれども、オープン化というときに、

仮名化の部分と関連情報の付加の部分とでは、具体的な制度に落としていく際に異なる

考慮が必要だろうということを感じたところでございます。 

長くなりましたけれども以上であります。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは続きまして、小塚委員お願いいたします。 

小塚委員： 

今、巽先生がおっしゃったことと同じなのか違うのか、ちょっとニュアンスが違うよう

に聞こえるかもしれませんが、実は同じこと言っていると私は思っています。まずこの論

点 2の文末で、データを提供するのが適当であると考えられるが、この「提供する」の主

語が明らかでないのがちょっとトリッキーだなと思っているわけです。と言いますのは、

例えば仮名処理についても、現状判例データベース会社によって考え方がやや異なると
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ころもあるというふうに私は理解をしております。利活用機関の中にこういうデータベ

ース会社とか判例誌の出版社などが入るとしますと、それらの主体が例えば営業政策上

の問題意図から、より広く仮名化するとか、あるいはミニマムの仮名化をするとか、そう

いうポリシーを持っていることはあり得ると私は思うのですね。ですから、情報管理機関

のところで一旦例えば仮名化をしたものに更に、コストの関係でやるかどうかは分かり

ませんが、必要があると思えば更に広く仮名化、仮名処理をするというような利活用機関

が現れても私はおかしくないと思います。そしてその意味で言うと、必ずしも社会的に、

仮名処理の範囲を統一しなければいけないと私は思わないのですね。ただ、この判例デー

タの流れを全体としてふかんして、という話に前回からなっていると思いますが、この流

れの中でどこかで統一的に、あるいは全体を通じて一旦仮名処理をする必要があります

ねと。生データがバラバラと出ていくのではなくて、どこかで一元的に仮名処理をする必

要がありますねという、そういうシステム全体の中で見るということであれば答えはイ

エスだろうと思いますし、そういう意味で言うとそこは一元化した方がいい。先ほどタニ

グチ様の御発言で、そこを複数にするのかどうかという論点を御提起いただきまして、私

はそういう意味でいうとやはりここは一元的なものが一つあって、その下流で更に考え

方に応じて、仮名処理も含めて様々な加工がされるというのはあってよいのではないか

と思います。 

関連情報については、これは巽先生が言われたことに全く賛成なのですが、ちょっと次

の論点にも関係して、もう次で発言しなくていいように今申し上げてしまうと、データベ

ース化という観点はもちろん有効なのですが、基本的にあまりここに政策として国なり

裁判所なりがコミットするということはない方が良いのではないかというふうに思って

います。そういう意味では、ここはできるだけ生データに近い、先ほど事務局から御説明

のありましたようなミニマムな裁判に関する情報を付加するという程度であるべきでは

ないかと、それはコストという点でもそうですし、データの利活用という点でもそうでは

ないかというふうに考えております。 

最後にちょっと、板倉先生が政府の財政支援のことをおっしゃったので、一言私が前回

の委員会以降で勉強したことを申し上げますと、オーストラリアの AustLii について、寄

付だけで成り立っていて政府の支援がないというような御紹介がありまして、それは間

違いではないかもしれませんが、AustLii のウェブサイトを今見ますと、最大の寄付者は

オーストラリア政府で、リサーチファンドを通じてやっているようですけれども、やはり

政府の支援があるのですよね。ですから、そういう意味でここのコストについては、財政

措置等々は十分検討が必要ではないかと思うということは私も申し上げておきます。 

以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは町村委員、お願いいたします。 

町村委員： 
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手短に申しますけども、御議論を伺っていて、いろいろ気になるところが出てきました。

付加的な情報はですね、基本的には利活用機関がそれぞれの方針に従って付加すべきと

いうものだと私も思いますが、1点ですね、仮名化してしまうとその事件の上下の関係と

いいますか、要するに、一審判決に対して控訴審がどれかっていうのは追えなくなります

よね。控訴審からだと事件番号から一審判決を追えても、一審判決の正本を仮名化してデ

ータ化されたものがぱっと出てくると、それの上訴審がどれなのかが分からなくなるは

ずなのですけれど、そういうようなところはやはりメタデータを付加して追えるような

形にしておかないと困るのではないかと。 

これは次の論点にも関わることかもしれませんが、ちょっとどこで言えばいいか分か

らなくなってしまったので、今ここで申し上げておきます。あの、小塚先生が最後におっ

しゃった AustLii にもやっぱり政府のお金が入っているのだよというのは非常に衝撃的

でありまして、大変勉強になりました。どうもありがとうございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは米村委員お願いいたします。 

米村委員： 

これまでの先生方の御発言を伺って、1点だけコメントさせていただきたいと思います。

巽委員及び小塚委員から、付加データと仮名化処理は異なる扱いとするのがいいのでは

ないかという趣旨の御発言があったと思います。私も伺っていて、なるほどそうかという

ふうに思いまして、基本的な主旨には賛成したいとは思っております。ただ、少し立ち入

って考えますと、付加データというものにもいろいろなものがあり、直前で町村委員が指

摘された上訴関係の情報ももちろん重要なのですけども、恐らく一番重要と思われるの

は判決要旨ではないかと思います。通常の判例データベースを調べる際には、我々研究者

もそうですけれども、いきなり判決本文で検索するというわけにはなかなかいきません

ので、判決要旨を見て、この判決は自分が見たい判決かどうかというのを判断して、本文

を見るかどうかを決めるわけですね。その判決要旨のデータというのはどうやって作っ

ているのかというところがかなり重要ではないかと私は思います。 

現在の判例データベースにおける運用がどうなっているのか、ちょっと私は最新の動

向を承知しておりませんが、少し前に聞いた運用状況としては、例えば学生がアルバイト

で、一件当たりいくらというようなことで判決要旨を作成しているというような話を聞

いたことがあり、果たして正しい要旨データが付加されるかというと、そこの保証は必ず

しもきちんとは存在していなかったように思います。これは数年前の話で、現時点でどう

かというのは承知しておりませんので、状況が変わっているかもしれませんけれども。判

決情報の利活用に当たっては、当然、仮名化処理をしなければならないという要請がある

わけですけれども、要旨データの中に、仮名化処理のされていない情報が混入してくる可

能性もないわけではないだろうと思います。特に有名人の関わる事件などは、要旨情報の

中に、その有名人の氏名その他の情報が入ってくる可能性があって、それを入れるかどう
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かというのもかなり重要な判断になってくるだろうと思います。そうすると、最初の本文

データそのものの仮名化処理だけを適正化すればいいかというとそうではないのではな

いか、やはり付加情報のところもある程度は政府のコントロールがないとまずいという

部分が恐らくあるのではないかという気がしております。もちろん程度は違うかもしれ

ません。本文の仮名化処理の統制と付加情報に関する統制は違っていてもいいとは思い

ますが、ただゼロではないだろうというふうに思います。 

したがって、その辺りを含めて、どういう制度設計の下で国のコントロールを及ぼし、

民間事業者その他の外部機関に何を委託するのかということを、少し精緻に制度設計す

る必要があるのかなという気がしております。ちなみに医療情報に関しては、次世代医療

基盤法という法律が現在施行されているところですけれども、次世代医療基盤法に基づ

く匿名加工医療情報作成事業者というものは、かなり厳しく厚労省の規制の下に置かれ

ておりまして、ほとんど箸の上げ下ろしまで規制されると言ってもいいぐらいの厳しい

規制を受けております。そのやり方が良いかどうかは、またかなり問題だと思うのですが、

いずれにせよ、外部にこういった情報処理を委託する場合にはかなり政府のコントロー

ルの余地を大きくする余地はあるように思っているところです。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは巽委員お願いいたします。 

巽委員： 

一言だけなのですけれども、小塚委員、町村委員、米村委員がおっしゃっていたことと

違うことを申し上げたつもりはないということで、細かな制度設計を詰めていく前の段

階での大まかな方向性を申し上げたということでした。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。小町谷委員お願いいたします。 

小町谷委員： 

もしかするとちょっと全然論点がずれていることをお聞きしてしまうかもしれないの

ですけれども、今、イメージ的には、裁判所が判決を出した後にその判決の生データが情

報管理機関の方に行って、情報管理機関が最低限の仮名化をして、さらに利活用機関の方

にデータが流れていくというイメージでお話しされていると思うのですが、その流れと

は別に、例えば最高裁の判決が出た後に、その判決がすぐ最高裁のページに掲載されると

いうことはそのまま維持されていくのでしょうか。後者の流れが全くなく、全ての情報が

判決データとして情報管理機関において管理されるのか、あるいは、判決をした裁判所の

考えでウェブサイトに判決がアップされることは依然として残るのかによって、今後の

情報管理機関の考え方や、また国民にどのように情報が届くのかということの見方が変

わってくるように思いましたので、質問させていただきました。 

山本座長： 

はい。それでは御質問ということですので事務局の方からお答えいただけますでしょ
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うか。 

事務局： 

渡邊です。今の小町谷委員の御指摘は重要なところかなと思います。国民への情報提供

の在り方については、全体像を見ながら制度設計していくべきだというのはそのとおり

かなと思います。 

裁判所のウェブサイトを通じた裁判例情報の提供の在り方については、この制度整備

に向けた検討と並行して、最高裁判所において検討されるべき事柄かなと思いますので、

事務局としてはなかなかコメントしにくいのですが、いずれにしても、私ども法務省とし

ても、最高裁判所とも連携をとって検討を進めていかなければならないと考えておりま

す。差し当たり私から申し上げられるのはこの程度ということで、最高裁判所から補充の

コメントがあればお願いしたいと思います。 

山本座長： 

最高裁判所の方から何かお答えいただける点はございますか。 

長田委員： 

今御質問いただいた点について、裁判所の中でも、従前行われてきたウェブサイトにお

ける公開と、この情報管理機関で仮名化された情報等とを具体的にどのような形でリン

ク、連携させていくのかというところはまだまだこれから議論をさせていただかないと

いけないと思っているところであり、何か決まっていることはございません。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございましょうか。 

それでは、多様な意見、多数の意見を頂戴できました。論点 2につきましては、私の理

解では、基本的にはここに書かれてあること、特に最後の「特定の機関による統一的な加

工がされたデータを提供するのが適当である」という方向性自体には、基本的には、皆さ

ん御同意をいただいているのではないかというふうに思います。ただ、特定の機関、いわ

ゆる情報管理機関をどういうものとして位置付けるのかという点、更にこの「統一的な加

工」とされているわけですが、これもまた仮名処理と特にこの関連情報の付加と言われて

いる点について、これをどういうふうに取り扱うのかという辺りについては多様な御意

見が出されたと思いますので、この加工の在り方といったようなものについて、またこれ

も各論的に御議論をいただく必要があるのではないかというふうに思いました。それで

は事務局から何かございますか。 

事務局： 

渡邊です。特にございません。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは引き続きまして、既に関連して御意見頂戴した部分

もありますけれども、資料の 12 ページ、今度は「⑶データベース化の視点から見た検討

課題」、この点について資料の説明をお願いいたします。 
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事務局： 

渡邊です。それでは引き続きまして、スライド 12ページを御覧ください。論点 3に移

りたいと思います。民事判決情報の提供の在り方としましては、本検討会において示され

た裁判例の傾向分析、統計的な分析といった利活用を視野に入れますと、利活用する側の

立場からは、全国各地の裁判所にアクセスしていくということではなくて、集約された全

民事判決情報にアクセスできた方が望ましいのではないか、また、加工に要するコストを

減らすという観点からも、仮名処理等の加工を統一的な基準の下で一元的に実施するこ

とが適当であるとも考えられます。そこで、各地の裁判所で言い渡される民事判決を集約

いたしまして基幹となるデータベースを構築することが望ましいとも考えられますが、

いかがでしょうか。もう既に御意見頂いたところもございますけども、この点について皆

様の御意見を頂戴したいと存じます。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それではこの論点 3 のデータベース化の視点について御質

問でも御意見でも御自由にお出しをいただければと思います。板倉委員どうぞ。 

板倉委員： 

はい、板倉です。よろしくお願いします。3 点ありまして、一つ目は確認なのですが、

司法行政文書としての民事判決情報の保有主体は裁判所全体ということでよろしいので

しょうか。つまり、個人情報保護法でいう行政機関等に相当するものは全体の裁判所であ

って、最高裁であるとか東京地裁というのは内部の区分というか事実上どこが保有して

いるかということ、との理解でよろしいでしょうか、というのが一つ目で、確認と質問で

す。 

二つ目は今のことに関連しますが、物理的にというか、データベースをどこでどうやっ

て集約していつ出すのかという問題があります。一番簡単に考えれば最高裁が管理する

データベースに全部入るというのがありますし、一番バラバラにすればそれぞれの判決

を出した裁判所でデータベースができるということになりますが、これをどのレベルで

決めてどのレベルでどこまで定めるのかですね、法律で定めるのか最高裁規則で定める

のか内部的なものだけで定めるのかというのは議論しなければいけないのではというの

が 2点目です。 

3 番目は集まった民事判決情報の使い道です。もちろんこれは民事判決情報データベー

スを作るために使うわけですが、例えば東京地裁でデータベースができたとして、こうい

う判決が多いので人のやりくりを考えなきゃいけないなというのに使っていいのかいけ

ないのか。いい、いけないにしても同じようにどのレベルでどこまで定めるのか、何も定

めないのか、この点を議論しなければいけないのではというので、2点目と 3点目は意見

です。1点目は確認です。よろしくお願いします。 

山本座長： 



20 

 

ありがとうございます。それでは、その 1点目につきまして事務局の方から御確認いた

だければと思います。 

事務局： 

渡邊です。御質問の趣旨は理解したのですが、私ども法務省の方でお答えすべき立場に

あるのかというのは悩みがありますので、もし最高裁判所の方で御説明いただけるよう

でしたらそれが適当なのかなと思いますが、いかがでしょうか。 

山本座長： 

最高裁判所いかがでしょう。 

長田委員： 

質問の 1点目について、最高裁の中で保有個人情報の要綱を定めておりますが、その中

で保有の主体として考えられているものは各裁判所ということになりますので、各地方

裁判所、高等裁判所、最高裁判所これら 109 個の裁判所が保有主体になろうかと思ってい

ます。 

以上であります。 

山本座長： 

板倉委員。 

板倉委員： 

そうなのですね、ごめんなさい。私ちょっとそれは 1番目の理解は違っていました。全

体として裁判所が持っていて内部の区分なのかと思ったら。それぞれの裁判所、東京地方

裁判所とかそういうものが保有しているという前提で制度は組まなければいけないって

ことですね。分かりました。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは巽委員お願いいたします。 

巽委員： 

今、板倉委員が御質問された 2点目、3点目と重なる内容になるのですけれども、私が

オープンデータ化とセットでデータベース化という話を聞いたときにまず思い浮かんだ

のは、オープンデータ化のためだけに民事判決情報データベースを作るということなの

か、それとも、まずは裁判所の事務処理のためのデータベースを作って、それをオープン

データ化に活用するという話なのか、どっちなのだろうということでした。そこがずっと

ふに落ちないまま、本日に至っているところがあります。データベースの構築自体も外部

にやってもらうということになると、裁判所が事務処理のため、先ほど板倉先生がおっし

ゃったような、裁判官の人員配置ですとか、部を増やすとか、そういう話をするために裁

判例情報を分析することも、自前ではなくて外部のデータベースを使うことになってし

まうのですけれども、本来ならデータベースの構築は、やはりまずその機関の事務処理の

ためにやるという判断が最初に来て然るべきと感じていて、そこをやるのかやらないの

かはっきりしないまま、オープンデータ化のためのデータベースを作りますという話に
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してしまうと、後々裁判所の事務処理にとって困ったことにならないのかというのが素

朴に気になっております。この会議体のアジェンダではなさそうな気もするのですが、申

し上げておきたいと思ったところです。その話の延長で、板倉委員のお話に戻りますと、

裁判所の中で民事判決情報データベースを作った上で、そこから情報管理機関に判決情

報を渡すという流れが想定されているのだと思うのですけれども、そのデータベースが

どういうものになるのかが、そもそも一つのポイントなのだと思った次第です。 

論点 2 との関係で追加で言いますと、先ほど私はちょっとぼやかしてオープンデータ

化は国の施策だというように申し上げたのですが、正確には、これを責任を持って行う機

関が裁判所なのか、行政機関としての法務省なのかという点も、制度設計上は重要になっ

てくるだろうと思っております。小町谷委員がおっしゃったような、現在、裁判所が最高

裁判決を始めとして、その判決の一部をインターネット上で公開しているというのは、裁

判所が自身で行っているオープンデータ施策ということになりますが、それが今回のア

ジェンダで実現する仕組みによって塗り替えられるのかというと、素朴にはやはりそう

はならないような気がしております。結局は、判決情報のオープンデータ化というのが、

裁判所の国家機関としての役割ですとか責務との関係でどのような位置付けにあるのか

を理論的に詰めないといけないと思いますし、それを国の行政機関がどういう形でバッ

クアップするのかという形で、法務省との役割分担も決まるのだと思います。 

話を戻しますと、オープンデータ化についてもデータベース化についても、裁判所がど

こまでどういうおつもりでやられるのかがはっきりしないと、話が進みにくいなと思っ

ています。4回目ですのでそろそろ正面から言おうかなと思って申し上げているところで

あります。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは長田委員お願いします。 

長田委員： 

今御質問いただいた裁判所のデータベースがどういうものかという点についてですが、

そもそもデータベースの定義をどう位置付けるのかにもよるわけですけれど、事実とし

てどういうことがあるかと申し上げると、裁判所の中で、今も民事事件の業務管理をする

ためのデータシステムというものは存在しております。個別の事件の当事者名、事件番号、

どういった種類の期日が開かれたのかという当該事件の事件処理をサポートするための

データは存在しておりますので、そういったデータを活用しながら、裁判所における人員

配置や事件統計といったものを管理しているところです。今後、民事訴訟法の改正に伴う

現在開発中のシステムは、今申し上げた業務管理のシステムをベースにしながら、当事者

から提出される準備書面等、あるいは証拠、判決書といったデータを併せて管理するもの

を作っていくという形になる予定です。 

したがいまして、裁判所の中でも一元的にその事件番号等からひも付く形で電子判決

書が管理されるという形になろうかと思っています。 
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私からは以上であります。 

山本座長： 

ありがとうございます。巽委員。 

巽委員： 

ありがとうございました。今のようなお話は、オープンデータ化のところで話題にしま

した、仮名化と付加情報とをどこでどう処理するんだという点の見通しにも関わります

ので、貴重な情報をお伝えいただきましてありがとうございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか、今の段階で

は。 

それでは、この論点 3も総論的なところでありますけれども、各地の裁判所で言い渡さ

れる民事判決を集約すると、基幹となるデータベースを構築すると、これは望ましいとい

うことについては特段の御異論はなかったものというふうに思います。現在の裁判所の

中の、このデータベースというのかどうか分かりませんけれども、関連をどういうふうに

考えるのか等々の問題点の御指摘を頂いたかと思いますけれども、よろしければ、より各

論的な方の議論に移っていきたいと思いますが、この総論的な部分で更に何かございま

すか。よろしいでしょうか。 

それでは続きまして、資料 2 の第 2 ですね、13 ページにあります「適正な利活用の促

進に向けたデータベースの在り方」、その中でもまずこの 1の「念頭に置くスキーム」、こ

の辺りについて事務局の方から資料の説明をお願いいたします。 

事務局： 

渡邊です。それではスライドの 13 ページから 14 ページについて御説明を差し上げた

いと思います。ここまで「民事判決情報データベース化のニーズ・意義」について御議論

をいただきました。これを踏まえまして、「適正な利活用の促進に向けたデータベースの

在り方」について御議論をいただきたいと考えております。 

まずは念頭に置いていただくスキーム、情報の流れについて皆様から御意見を頂きま

して、冒頭申し上げましたとおり、想定されるリスクについて様々な角度、切り口、視点

から御意見を頂戴したいと考えております。 

スライドの 14ページを御覧ください。「念頭に置くスキーム」と記載しておりますけれ

ども、事務局として現時点で一定の方向を示すものではございませんので、この図は、一

旦法的な観点は捨象させていただいて、リスクを洗い出す前提として念頭に置いていた

だく情報の流れ、それを取り扱う主体の大まかな役割を示させていただいた図となりま

す。財団 PT において示された私案を基に作成しておりますけれども、ここでは、裁判所

が情報管理機関に対して民事判決情報を包括的に提供しまして、情報管理機関が仮名処

理を実施し、それを管理しつつ、利活用機関に対して提供していくということを想定して

おります。利活用機関としましては、主に商用データベース事業者などを想定いたしてお
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りまして、エンドユーザーはそのサービスの利用者を想定しておりますけれども、利活用

機関については、星印の 1にございますとおり、研究者等の個人を必ずしも排除するもの

ではなく、商用データベース等として高付加価値化されたサービスを利用するのか、はた

また基幹データベースに直接アクセスしていくのかといったところは、それぞれの利用

目的に応じて国民の選択に委ねられるものとして考えております。また、第 3回の検討会

におきましては、海外事例の報告などを踏まえまして情報管理機関が取得する情報の在

り方について別論が考えられるのではないかとの御指摘もございましたけれども、情報

の流れとしてはこの図と特段変わるものではございませんし、この点については想定さ

れるリスクとの関係を踏まえつつ、追って法的に整理し検討を進めていくことが適切で

はないかと考えております。多様な利活用の可能性を見据えた民事判決情報データベー

スの在り方について検討していくためには、一案としてこのような情報の流れを念頭に

検討を進めることができようかと考えておりますけれども、いかがでしょうか。先ほど申

し上げましたとおり、これまでの議論において、この図と大きく異なる別案は示されてこ

なかったように認識しておりますけれども、事務局として必ずこのようなフローでなけ

ればならないと考えているものではございませんので、是非改めて皆様の御意見を頂戴

できればと存じます。 

以上です。 

山本座長： 

はい、ありがとうございました。それではこの点について御議論いただきたいと思いま

すが、本日御欠席の中原委員から事前に御意見を頂戴しているということですので、事務

局の方で代読をお願いできればと思います。 

事務局： 

渡邊です。中原委員からの御意見を代読させていただきます。 

本日は急な通院予定が入ってしまい会議に出席することができません。誠に申し訳ご

ざいません。 

事務局作成資料について意見をお伝えします。個別の論点についてではなく、全体に関

する雑ぱくな意見となりますことを御容赦ください。前回の日弁連による海外調査の報

告によれば、調査対象の国々では基本的には裁判所からデータベース会社等が民事判決

情報を取得してサービスを提供するという仕組みや、データベース会社等を介さずに広

く民事判決情報に直接アクセスできるという仕組みがとられていたものと理解しており

ます。それらとの対比では、利活用機関への提供を前提に情報管理機関を間に挟むという

形で、裁判所とエンドユーザーの間に二つの主体を立てる点、中でも情報管理機関を立て

る点に財団 PT以来念頭に置かれているスキームの最大の特徴があるものと思います。情

報管理機関を立てる背景には、仮名化の作業を担う機関が必要であるという事情がある

ものと理解しております。このこと自体も問題とし得るかもしれませんが、仮にこの点が

受け入れられるとして、情報管理機関にどこまでのことを担わせるのかが、このスキーム
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の全体設計における最重要問題なのではないかと思います。 

今回示された事務局作成資料では、論点 5の図の「②利活用機関におけるリスク」及び

「③エンドユーザーにおけるリスク」について、次のスライドにおいて情報管理機関が利

活用機関に対して一定の監督を及ぼすことが想定されていると理解しました。この監督

をどの程度の密度のものとするか。つまり利活用機関による契約履行に対する監視、論点

9 や利活用機関によるエンドユーザーに対する措置の監視、論点 10 まで含むのか、など

が制度の実現可能性や実効性の観点から重要であると思われます。このこととも関連し

ますが、財団 PT の報告書では、情報管理機関を一元化することの是非ということが指摘

されていました。今回の事務局作成資料の論点 6 から 8 にあるような適格性審査は当然

に必要ですが、スキームから生じるリスクの実現防止のために、情報管理機関に中心的な

役割を担わせるのだとすれば、一元化の要否ということも前提問題として議論する必要

があるように思われます。事務局作成資料では論点 2において、特定の機関による統一的

な加工がされたデータを提供するのが適当であるとされ、また論点 3において、基幹とな

るデータベースを構築することが望ましいとされており、一元化案を示唆しているよう

にも感じられますが、そのことの是非という問題です。 

もう一つ、利活用機関を立てるということとの関連では、論点 4の図で研究者等の個人

が利活用機関、利活用者となることも排除されないとありますので、個人は利活用機関に

もエンドユーザーにもなり得る、利活用を考える場合には二つの選択肢があるというこ

とになろうかと思います。利活用機関として手にする民事判決情報と、エンドユーザーと

して手にする民事判決情報とでは、データベース会社等のサービスの付加価値があるか

否かの差にすぎない、いずれも仮名化済みであり、リスク面での差はないから問題ないと

いうことが前提であろうかと思いますが、その場合に情報管理機関による利活用機関の

審査が個人と法人で変わってくるのか、利活用機関としてのユーザーによる実際の利用

の側面につき何らコントロールを及ぼす必要がないのか、などの検討も必要になってく

ると思いました。 

以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。この後の論点も含めてですね、いくつかの点について重要な

御指摘をいただいた御意見・コメントだったのではないかというふうに思いますが、それ

では今の中原委員の御意見等も踏まえて、全体この論点 4につきまして、どなたからでも

結構ですので、やはり御質問御意見等を御自由にお出しいただければと思います。板倉委

員、どうぞ。 

板倉委員： 

毎回最初に恐縮です、板倉です。こちらは私が前回申し上げたのを恐らく米印２で書い

ていただいたと思いますが、裁判所から情報管理機関への提供は二つ考えられて、一つは

このスキームが想定しているような、個人情報保護法でいえば第三者提供というか、その
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ままごそっと情報管理機関に提供するというものです。これは提供する際に全くの生デ

ータが行くことになりますので、裁判所としてはそこに気を付けなければいけないこと

にはなりますが、提供した後は監督等の問題は生じず、あとは情報管理機関が責任を持っ

てそこから先の作業をするということになります。 

もう一つ考えられるのは、前回も申し上げましたが、裁判所が情報管理機関に一度委託

をして、生データを渡し仮名加工をしてもらった上で仮名加工されたデータが情報管理

機関に行くというスキームです。その場合は最初のこの仮名処理というのが裁判所の方

の責任になる。仮名処理の基準等も裁判所が作らなければいけなくなるというのはあり

ますが、裁判所としては仮名処理したものが外に出ていくということになるので、理解が

得やすいというのがあります。 

これはどちらでもいいのですが、裁判所として情報管理機関の監督等をしないといけ

ない。しかも先ほどの前提に沿うと、この裁判所というのは実は 109 個あって、要するに

複数が委託する形になるのでそれは難しいということであればそちらではなく、生デー

タを出すというところのリスクを把握した上でたくさんの裁判所が生データを情報管理

機関に提供するということになろうと思います。恐らくこの前者を現時点では提案され

ているという理解をしました。裁判所の現実的な監督等の労力というか手間を考えて、前

者にしたのではないかと思いますが、こういう整理で、理解でよろしいのかと。私はどち

らでもいいと思いますが、最高裁としてはこの前者の方がいいという御理解なのかとい

うのが一つです。 

もう一つは今の中原委員の御意見を聞きながらも思ったところですが、情報管理機関

は利活用機関にもなっていいのかというのは恐らく決めないといけないのだろうと思い

ます。情報管理機関自身が利活用機関になるときに他の利活用機関との一種の競争が生

じますので、これを禁止するのか、やってもいいけど何らかの規律をするのかというのを

決めないといけないと。これは、2点目は意見です。ありがとうございました。 

山本座長： 

ありがとうございました。1点目について、今の段階で何か事務局等からございますか

ね。 

事務局： 

渡邊です。このスライドの整理は先ほど板倉委員が御指摘いただいたことを念頭に記

載したものでございます。法務省としてお答えできそうなのは差し当たり以上となりま

す。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは町村委員、お願いいたします。 

町村委員： 

はい。米印にあるようなですね、情報管理機関に、エンドユーザーに当たるはずの個人

が直接アクセスできるシーンがどういう場合にあるのかなっていうことをちょっと考え
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てみたのですけども。有識者のヒアリングでデータベース会社のいくつかは全件公開さ

れたら全件提供するとこのようにおっしゃっていまして、それを前提にして考えると、あ

んまりエンドユーザーが情報管理機関に直接アクセスする必要があるっていうのはちょ

っと考えにくいのですよね。何と言いますか、先ほど米村先生がおっしゃったようなです

ね、判例要旨を付けるなんていうのも恐らくは利活用機関がやることになるでしょうし、

情報管理機関がやることでは多分ないと思うので、そうなると正に生データ、バルクとし

ての生データを、総当たりして何らかの AI 分析に使うとか、あるいは情報管理機関が API

を公開して、機械アクセスして加工可能な形で提供するっていうのであれば、そういうよ

うな利用をするとか、そういうようなシーンしか考えにくいのですけども。 

法務省の方ではそういうことを念頭に置いて個人がアクセスするということをお考え

なのでしょうか。 

山本座長： 

はい。御質問かと思いますが、事務局の方はいかがでしょうか。 

事務局： 

渡邊です。町村委員の御理解でよろしいかと存じます。 

今後の検討課題ということになろうかと思いますが、現実的には、この米印の 1に記載

しましたとおり、この情報管理機関に直接アクセスしてくる者としては、主に商用データ

ベース事業者等が想定されるのですけれども、そうであるからといって、一般の国民の

方々がこれにアクセスすることを排除すべきかどうかというところは決めかねるところ

もありまして、この情報が下流に流れていくにつれて、どういったリスクが生じ得るのか

ということも視野に入れつつですね、この利活用機関の範囲、幅を狭めるべきなのかどう

か、あるいは利活用機関によって情報管理機関にアクセスできる情報に濃淡をつけるべ

きなのかどうか、こういったところを総合的に考えていく必要があるのかなと考えてお

ります。 

町村委員： 

ありがとうございます。はい、結局そういうことになりますよね。だから利活用機関が

どのような形でアクセスできるように契約で縛るのかっていうところで、それでリスク

を排除するのだとすると、エンドユーザーが直接情報管理機関にアクセスできるとして

もその利用の仕方なりそのエンドユーザーの資格なりですね、そういったようなところ

で絞らざるを得ないですよね。だから破産者マップのようなものを作ってしまうような

人が誰でも入ってきて、バルクデータを取っていけるような状態になったら困るので、そ

このところはうまく何とか制度化できるのかっていうところは、ちょっと課題になろう

かと思います。 

他方、全くエンドユーザーがアクセスできないとなると今度は逆に利活用機関がちゃ

んと全部公開してくれるのかと、そっちの方が心配になるわけでありまして、そういう両

方の問題があるのかなというふうに思いました。 
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以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。小塚委員お願いいたします。 

小塚先生： 

はい。まず、問いに答えなければいけませんが、財団 PT に関わった者としてはこれが

相当だと私は考えております。というふうにまず論点にお答えしておいて。 

町村先生がおっしゃったことは私も大体そのように理解していまして、実質的に研究

者が情報管理機関に直接アクセスするというのは、AI による解析などの場合であろうと

いうふうに思っております。ただ理念的にはもうちょっとそこは整理した方がいいよう

な気はしています。といいますのは、利活用機関というのは商業主体も広く含まれるわけ

ですので、ここには、次のスライドでまた出てくる、例えば公平取扱義務みたいなものは

必ずしもないのだと思うのですね。例えば研究者グループが判例データを使って研究し

たいというときにも、ある商業事業者と組んで研究をします。そうすると当然のことなが

ら、そこは一種の囲い込みが生じるわけで、ライバルになるような人はそこに入れないと

か、逆にライバルになる商業事業者は同じ研究者に手を出さないとか、そういうことも起

こってくるのだと思います。 

しかし、民事判決というものが国民の共有財産だという、そもそもの議論の出発点を前

提にしますと、どこかでは国民として差別されることなく、データにアクセスするルート

というのがやはりないといけないということだと思いますので、理念的な問題かもしれ

ませんが、そこはやはり情報管理機関に行けば、悪用の可能性があると言えば別ですよ、

正当な理由がなければ別ですけれども、そうでない限りはきちんとデータにアクセスす

ることができる、こういう制度を作っていくことが大事かなというふうに思います。逆に

言いますと、中原先生がおっしゃっていた、この間に二つあって情報管理機関って何なの

だというのは確かに不思議な気もするのですが、見方によっては、それは、民事判決のデ

ータというものに対して、観念的抽象的には国民が権利を持っている、あるいは少なくと

も正当な利益を持っている、そのいわば代表者、代弁者として裁判所から生データを受け

取り、社会的に害が生じないような形で、それを国民の代表者として、いわば社会に提供

していく、そういう導管といいますか、役割を担う、そういうことなのかなと。それは国

によっていろいろな作り方があると思いますけれども、日本の場合はそういう作り方を

するということがある種落ち着きがいいということで、こういう議論になっているのか

なと私自身は考えております。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは山田委員お願いいたします。 

山田委員： 

はい、ありがとうございます。今のお話ともやや関連するかなと思いますが、先ほど少
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し申し上げたように、少なくとも理念としては、大きな意味での国民の権利として、これ

らの情報管理機関にアクセスをする道が抽象的にはあるというふうに位置付けておいた

方が、法の支配との関係では説明しやすいという感じがしております。具体的にどうする

かと言われますと、先ほど町村委員が御指摘のとおり、研究者の中でもかなり限られた方

がお使いになるということだろうとは思いますけれども。仮に研究者であるといたしま

しても、こういった方が米印 1のような形で利用するという場合の、適格とまでは申さな

いとしても、その利用の在り方については何らかの形で規範化をしておくことが必要な

のではないかと思います。他方で、この情報管理機関から利活用機関への矢印吹き出しの

ところでは、有償提供、実費相当とされているところですけれども、例えば国民に広く判

例情報の情報提供をする、あるいは相談に有益な情報を提供する、例えば法テラスのよう

なところですけれども、そういったところが利活用する場合には、この有償提供の幅はか

なり緩やかに考えていただくということも、国民への情報提供という意味では検討の余

地があるのではないかと思います。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは湯淺委員、お願いいたします。 

湯淺委員： 

先ほど町村先生が御指摘になったところが 2 点あったかと思いますけれども、情報管

理機関から利活用機関への提供というのは恐らく、私の推察ですけれども、相当量の利用

料金を払った上で一定期間、ある種大量、バルクに提供するということが想定されている

のだろうと思います。したがって、逆に言うと検索してみて数件とか数十件とかですね、

その程度ダウンロードするということは恐らく想定されていないということでこの図が

作られているのかなという気がいたしました。そういうエコシステムから飽くまでも見

ているにすぎない。逆に言うと、そこに個人だから利活用機関に入れないとかそういう意

味ではなくて、このシステム全体として営利性をある程度持った形で、仮に一定程度のエ

コシステムが成立することを前提としますと、その提供とそれに対する対価の支払とい

う辺りである程度仕分けができるのではないかという気がいたしました。ただ、そのとき

に、冒頭今日、小塚先生が御意見とおっしゃった、例えばクラウド上にデータを置いて利

用するようなことも念頭に置くべきだという御指摘がございました。今、大体どのデータ

ベースからダウンロードする際も、全部ダウンロードするのは許諾しないと書いてある

わけですね。図書館のウェブサイトなどにもそういう注意書きが書いてあります。そうし

ますと、エンドユーザーが全部データを丸ごとダウンロードしてクラウド上とかに置い

て使うということが、このスキームではそもそも想定されていないのではないかという

気もいたしましたので、その利用形態を、これはデータベース著作権との関係も出てくる

のかもしれませんが、検討する必要があると、御議論を伺っていて感じたところです。 

それから 2点目。破産者マップ事件の方なのですけども、私自身はデータが漏えいして

しまったときのことを考えて、限定提供データの活用も考えられるのではないかという
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ことを先ほど申し上げたわけですが、破産者マップ的なものを防ぐにはどうするかとい

うことにつきまして、民事訴訟法の IT化のときにも確か少し関連した議論があったよう

に記憶いたします。このときに、やはり罰則がないとまずいのではないかという議論と、

罰則があったとしても大して抑止効果にならないという議論と、確か両方あり得たとい

う議論だったと思うのですね。私自身ここで明確な何か答えを持っているわけではござ

いませんけれども、やはり何がしかの抑止効果を持たせるためには罰則ということが必

要になるのかもしれません。技術的にどう入れるかということはちょっと私もまだ現時

点では考え合わせておりませんけれども、罰則の必要性もあり得るということだけ御意

見として申し上げさせていただきます。 

以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは米村委員お願いいたします。 

米村委員： 

まずこの論点全体については、私もこのスキームが良いと考えております。そのことを

始めに申し上げた上で、以下のコメントを申し上げたく存じます。 

まず、中原委員の御意見には、そもそも何でこんな真ん中に二つも入るような仕組みを

とっているのかがよくわからないという御疑問が基本にあるのだろうと思いました。こ

れについては、情報管理機関を置く理由と利活用機関を置く理由を、それぞれ別に考える

必要があるのではないかと考えております。情報管理機関を置く理由については、これま

でも様々な先生方から御指摘があったところかと思いますが、裁判所自身で仮名化処理

その他の情報加工を担うということがなかなか難しいという状況があり、それを外部機

関に行ってもらう必要があるというところが基本的な出発点ではないかと考えておりま

す。その際に、最初に板倉委員から御指摘のあった、委託の仕組みにするのか、第三者提

供の仕組みにするのかというところが一つ大きな問題であると思います。これは私の意

見になりますけれども、委託の形にすると、判決情報に実際にどのような加工を行うのか

の詳細について、裁判所が自ら細かく決定する責任を負うという形にならざるを得ない

ように思いますが、そのようなことは恐らく相当難しいのではないかという気がしてお

ります。したがって、この情報管理機関については、法務省が規制権者になって、一定の

許認可を与えるという形で法律上の位置付けを与え、裁判所から当該機関に判決情報を

第三者提供するという仕組みにせざるを得ないのではないかと考えている次第ですが、

これは今後更に、引き続き議論が必要であるように思っているところです。 

他方で、利活用機関の位置付けについては、今日の先生方の御発言の中でも、私から見

ると、人によってやや御認識の違いがあるような気がしておりました。これは以前から御

指摘のあったところかと思います。特に、利活用機関に研究者グループなどを含めるとい

うのは、それはそれで良いと思うのですが、そういう考え方をとった場合に、例えば企業

グループ、あるいは業界団体のようなところが、やはり利活用機関として入ってくること
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を希望するという可能性も十分にあるように思います。もちろん、利便性だけで考えれば、

利活用機関を通した方が様々な付加情報などが付いていて使いやすいということがある

のだろうと思いますが、他方で、利活用機関を通すと恐らく企業は有償で取得することに

なり、かなり高額の費用を払わないと情報が取得できないということになるだろうと予

想されます。ところが、利活用機関として入ってしまえば実費相当の費用だけで済むので、

かなり廉価に大量のデータを取得することができるわけですから、一定の専門的な人材

やスキルを備えた業界であれば、むしろ自分たちで利活用機関として入ってしまった方

が得だという判断をする可能性も十分にあるのではないかという気がしております。で

すから、利活用機関として、どのような主体に、何をすることを認めるのかという点は、

制度設計段階できちんと決める必要があるのではないかと思いますし、その審査を、誰が

どのような形で行うのかということもやはり決める必要があるのではないかと思います。

このエンドユーザーと利活用機関の区分けを厳密にやっていかないと、このスキームは

うまくいかないのではないかという印象を受けた次第です。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。小町谷委員お願いします。 

小町谷委員： 

はい、一番最初に板倉委員から御発言があった委託、つまり裁判所が委託をして、仮名

化をしてもらった判決データを情報として流していくのか、情報管理機関に生のデータ

をそのまま渡して仮名化をしてもらうのかについて、御意見といいますか、どちらにすべ

きかというような疑問の投げかけがあったかと思います。 

裁判所の業務の内容とも関わってくるはずですので、私の最初のイメージは、最高裁の

事務総局の方で、判決データを集めたデータベースか何かを構築され、それが流れていく

のかなと思っていました。しかし、先ほどのお話からすると、どうもそうではなく、各地

方裁判所のところにあるデータが流れていくと理解しました。そうなりますと各地方裁

判所が委託先の監督をするのかについては、どう考えても無理ではないかと感じており

ます。ですから、やはり情報管理機関の方にそのまま生のデータが流れていくという考え

方で進めるしかないと思います。同時に、生のデータを流した後、さようならというふう

になるわけではないと思うのですね。裁判所と情報管理機関との間で連携をとるはずな

ので、何らかの、これは監督ではないにせよ、何らかの関わりがあるのだと思います。ど

のような形で仮名化をしていくのかというような情報の共有も当然必要ですし、どんな

形で管理していくのかというような情報も多分共有していくのではないかと思うので、

監督ではないものの、何らか裁判所の関わりがあるという形を残しておくということな

のかなと感じております。いずれにせよ、先ほどからいくつかの論点で、まず裁判所がど

うお考えなのかという方向性が定まらないとすごく議論がしにくいところが残っている

ように思われますので、いずれかの段階で裁判所から御意見を頂けたらと思います。 

以上でございます。 



31 

 

山本座長： 

はい、ありがとうございました。それでは増見委員お願いいたします。 

増見委員： 

やや後戻りの議論となってしまいますが、先ほど米村委員より、エンドユーザーが判例

情報を取得する際に、利活用機関から取得するのか、情報管理機関から取得するのかで、

扱われ方が変わるという話がありました。その場合、ユーザーとしては、どのようにデー

タを入手すべきか判断するのが難しくなると思っております。例えば、企業の法務部門の

立場からは、今は最高裁のデータベース等より無償で、少なくとも一部の判例のデータを

取得できるのですが、現在の議論で想定されている利活用機関から情報を取得する場合、

かなり高額のデータベースの契約を結んで、その中で取得しなければならないことにな

ります。それは、情報の入手に当たって、大きなハードルになると考えます。そのため、

情報管理機関から直接かつ安価に情報が取得できる選択肢が残されていることは非常に

大切です。しかし、情報管理機関のデータへの直接のアクセスに、それなりの厳しい適格

性の審査があり、一定の要件を満たさなければ情報を取得できないのであれば、無償で取

得できる情報がなくなるのであれば、現在よりハードルが上がることになる、利活用機関

を通さなければ情報が入手できず、そのためには、それなりの対価を支払わなければなら

ないのかということになると、自らが利活用機関として認められるための適格性の要件

と、利活用機関に支払わなければならない対価を比較衡量して選択しなければならない

ことになってくると思います。そのため、制度の中で利活用機関と位置付けられるのか、

エンドユーザーとして位置付けられるのかについて、どのような扱いの違いが生じるの

かは民間企業にとっても関心事項になると思います。そのため、取扱いの整理を明確にし

ていただくことを希望いたします。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。長田委員からお願いいたします。 

長田委員： 

念のため、補足的な説明ですが、先ほど保有個人情報を持つ主体としては各裁判所、全

国 109 の裁判所だということは申し上げたところですが、本件で想定されているような

判決データを司法行政目的でいずれかの裁判所が取得して、情報管理機関に委ねるとい

った場合、どの裁判所が取得することになるのかということについて、恐らく元のデータ

自体は一体としてどこかに集まって保存されている形になるので、必ずしも内部で議論

が進んでいるところではないということをまずお伝えしておきたいと思います。 

もう一つ、裁判判決情報の管理の仕方について情報管理機関に委託するのかそれとも

渡してしまうのかという御議論があったかと思うのですが、裁判所としてこれまでも申

し上げているとおり、裁判所の一番の使命は、言うまでもなく実際に起こされた個別の事

件の紛争解決に当たるということですので、仮に裁判所において、年間 20万件程度の判
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決情報の仮名処理を行うとしますと、人的物的資源に対するコストが膨大なものになり、

そのコストは国民一般の負担とならざるを得ないという懸念があります。また、こうした

仮名処理に関する事務というのは、裁判例等の提供先の利活用機関に商業ベースの民間

企業が含まれるということに照らしますと、中立的な立場にある司法機関の担う事務に

はなじまないのではないかという御指摘もいただいています。 

こういったことを踏まえますと、仮名処理に関する事務は、最新の技術とか専門性があ

り、これを効率的に行うことができる機関で行うことが、社会全体の効率性を向上させよ

うとしているこの検討会の中での趣旨に沿うものではないかというふうに考えていると

ころです。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは小塚委員お願いいたします。 

小塚委員： 

2 度目で恐縮ですが、いろいろ先生方の御議論で気になるところが出てきましたので発

言させていただきます。先ほど米村先生の御発言をきっかけに、エンドユーザーと利活用

機関というものの区分ということが問題になりましたが、先ほど私の発言では、ややマイ

ルドに申し上げたのですが、例えば、エンドユーザーとしてしか利用できないということ

になりますと、では弁護士とか法律事務所はエンドユーザーなのかと。そうすると、例え

ば判例データベース事業者というのは日本でも数社、数えられるぐらいしかありません。

そして、それらの事業者は、一般的な商品は広く法曹界に提供するでしょうけれども、例

えばある種の高度な分析を伴うものについては特定の法律事務所とのみ提携して行うこ

ともあり得ます。これは、先ほど申しました商業的なデータベース事業者としては正当な

行為だと思います。それを禁止するというのは、それはそれでまた大変なことだと思いま

す。そうなると、その限られたデータベース事業者に選ばれた法律事務所以外の弁護士と

か司法書士はどうしたらいいかという問題が出てくる。ですから、やはりそういう方々は、

情報管理機関に直接アクセスする、つまり利活用機関に自らなるということができない

といけないのではないか。この辺り私は、制度の根幹として重要ではないかと財団 PTの

ときから思っていて、発言もしてきました。そこまでくると、米村先生の言われる企業と

か業界団体というのも排除するということは、なかなか難しいのではないかなというふ

うに思われるわけです。つまり、法律事務所はいいけれども企業は駄目だと言うと、企業

内弁護士はどうしてそこで違う扱いになるのかというようなことにもなりそうなわけで

す。ただし行為規範は違い得るであろうと。つまり、利活用機関から提供されるものに比

べて、例えば情報管理機関から提供されるものは少し前に議論がありましたけども、CSV

データとか、処理可能なテキスト的なプレーンな形のデータになっているわけで、利活用

機関から PDF とかワードで落とすとかいうのと全然違うわけですね。なので、その場合に

は、その利用の形態に照らした規範というものがかかってくるであろうと。あとは、湯淺
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先生が御指摘の、規律を実効的に貫徹するためにはどういうことが必要なのか、罰則でい

いのかということも含めて考えていくことになるのだということで、何か利活用機関に

ついて、いわゆる適格性審査みたいな、例えば財政基盤とかですね、あるいは中立性とか

そういうことを審査するということだとすると、ちょっと違うかなという気がしている

ということでございます。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは宍戸委員お願いいたします。 

宍戸委員： 

東京大学の宍戸でございます。先生方からいろいろ御議論をいただきまして、私も考え

てなかった論点がいっぱいあるなというふうに思いました。大きな全体の構図として言

いますと、この裁判、あるいは民事判決データが非常に公共的な意義を持ち、見たい人が

それにアクセスすることができる、公共的な情報として国民の知る権利を満たす、これが

大きな理念として今回の意義である、そのためのデータベース化である、ここはまず一つ

出発点として押さえておくべきところであるだろうと思います。 

その上で、その国民の知る権利が抽象的にあるということから、誰が、具体的にどのよ

うな水準で、判決の生データなのかあるいは誰かが既に加工したことによって便利に使

えるようなデータという形になっているものにアクセスできるのかを、分けて議論をし

ていかざるを得ないのではないかと思います。 

利活用機関の位置付け、意義について、いろいろ御議論が出てくる最大の要因は、情報

管理機関とエンドユーザーを引いた残りが利活用機関である、したがってこの利活用機

関とは何なのかということが、情報管理機関の位置付け、それからエンドユーザーのイメ

ージによっていろいろ議論が変わってくるのだろうと思います。情報管理機関について

申し上げますと、既にこれまで何度も御議論に出てきましたように、ここがいわば裁判所

の代わりに、判決を、データベースを整備してオープンデータとして提供していく、その

際に必要なメタデータを付けていく等々、どれほどの公共的な役割を担うのかは法務省

様のお考えと、とりわけ裁判所様のお考えに強く影響を受けて、情報管理機関のあるべき

姿が決まるものでございます。これについては何度も御議論ありますけれども、ここでの

御議論を踏まえて、あるいはこういった点を論点としてこの場で議論をしろということ

があれば、裁判所からお示しをいただいて、例えばこういう点ではどうでしょうか、ある

いはこういったオプションがいくつかあり得るのではないかといったことで固めていか

ないと、利活用機関のイメージ、あるいは全体の流れが固まらないところがあるのだろう

と思います。これも既に先生方から御指摘あったとおりです。 

逆側でございますけど、エンドユーザーでございます。エンドユーザーという言葉は、

今、私お話を聞いていて、これも委員の先生方の中で大分イメージが違うように思いまし

た。利活用機関から情報の提供を受けるといった人を広く含めてエンドユーザーという
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のか、そうではなくて、具体的にデータベースを買ってビジネスをされるけれども、それ

が高いから自分が利活用機関になろう、ある意味で分野が特殊かもしれませんけれども、

なろうと思えばなれる、しかし、必ずしも法務情報サービスに特化しているわけではない

企業を含む場合もあれば、例えば大手のロー・ファームさんのようなものも含むのかとい

ったように、エンドユーザーという言葉に非常に多義的な言葉、意味合いが込められてい

るように思います。研究者もそうです。私の方からしますと、ここでいうエンドユーザー

は、最後は司法サービスを利用する国民一人一人のことじゃないのかと思うこともござ

いますので、実はこのエンドユーザーの中身も非常に多義的、多様であると思います。そ

して、観念されるエンドユーザーが誰であるかということによって、一つには弁護士、弁

護士事務所であるといった場合には、利活用機関にお金を払って利用できる、括弧付きの

エンドユーザーである弁護士ないし弁護士事務所と、そうでない弁護士、弁護士事務所の

間の公平性を保たせなければいけない、利活用機関に一定の規律をかけなければいけな

いという議論が、例えば出てきたりするわけでございます。 

それで考えてみますと、湯淺委員が御指摘になったことに最終的に収れんしてくると

ころでございますけれども、この話全体として、後に大きな、民事判決データのエコシス

テムをどう観念して、どういうニーズ、ユーザーを想定して、その場合に適正にデータが

流れていくといった問題なのか、そのために、どんな誰に、どんな規律が必要なのか、必

要でないのか、個人に任せておけばうまくいくのか、ということが問題になっているので

はないか。その点は今日の議論を踏まえて、論点を事務局において整理していただく話か

と思いました。ただ、いずれにいたしましても、利活用機関として第一次的に観念される

のは、民事判決のデータ、約 20 万件というデータになりますけれども、分野ごともある

のかもしれませんが、基本的には自身の関心ではなくて、一般的なエンドユーザーである

弁護士であったり、我々研究者であったり、企業法務の方であったりを通した、民事判決

のデータの流通の流れにおいて、重要な役割をビジネスとして伝統的に担われてきた、こ

れまでこの場でお話をいただいた、判決データベース等を商用で提供される事業者の方

がまず念頭に置かれるというのは、そのエコシステムを考えるという点では自然である

と思います。まずはそこを軸に、しかしそれ以外にも多様な利用機関であったり、多様な

エンドユーザーのニーズに応えるということはあり得るだろう、それは当然余地として

認めた上で、しかし真ん中にまず話の中心として、今までの財団 PTで御議論いただいた

のはその方だと思いますけれども、それを基礎に少し議論を足していくということで進

めていったらいいのではないかと、お話を伺っていて思ったところです。 

すみません、長くなりましたが私からは以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございましょうか。あ

りがとうございました。それでは、この論点 4につきまして、今、最後に宍戸委員から、

非常に適切なまとめをいただいたのではないかと思いますけれども、大きな流れ、あるい
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は原則的な流れとして、こういうような流れ、情報の流れというものを、本件スキームと

いうものを念頭に置くということについては、基本的には皆さんの御意見っていうのは

一致していたかなというふうには思います。この情報管理機関、利活用機関というのは一

応間に入っていくということですけれども、ただもちろんその情報管理機関の役割、ある

いはその裁判所との関係、こういったものをどういうふうに位置付けるか、また、とりわ

けこの利活用機関、エンドユーザーの関係、それは利活用機関の機能というものをどうい

うふうに捉えていくのか、それに対してどういうような規制といいますか、コントロール

等を及ぼしていくのか等々については、これまた各論的なところで様々御議論いただく

必要があるというふうに思いますし、今日皆さんから頂いた御意見というものを、事務局

においては精査していただいて、今後各論的な部分についての資料を作成するに当たっ

て考慮いただければというふうに思います。 

それではよろしければ引き続きまして、恐らく本日最後になるのではないかと思いま

すけれども、資料の 15ページ以下の論点 5というところになりますが、想定されるリス

クの洗い出しですね。この点についての御議論に移っていただければと思います。まず事

務局から資料の説明をお願いいたします。 

事務局： 

渡邊です。スライドの 15 ページから 16 ページについて御説明を差し上げたいと思い

ます。 

まず 15 ページを御覧ください。本日のメイン論点ということになりますが、今後の制

度設計の前提として、民事判決情報の利活用の過程全体の中で生じるリスクの洗い出し

をお願いしたいと思います。もう既に先ほどの論点の中でも様々な御意見があったかと

思いますけども、この図は先ほどの図に各主体が取り扱う情報の内容を記載するととも

に、想定されるリスクを記載したものでございます。情報管理機関、利活用機関、エンド

ユーザーのそれぞれにおいて生じるリスクを、色分けをいたしまして、①から③までのボ

ックスに記載しております。ここに示しておりますのはあくまで一例ということでござ

いまして、また、必ずしも制度的な手当てまでは要しないと考えられるリスクも記載して

おりますので、あくまで御参考ということでお考えいただけたらと思います。 

続きまして 16 ページを御覧ください。このスライドは「制度の全体像」と題しており

ますけれども、情報の流れに沿って先ほどお示ししたリスクへの対応方法をまとめた表

になります。表の左側のリスクとある欄には、先ほど一例としてお示ししたリスクを列挙

しておりまして、対応の主体、規律の対象という欄にはそれぞれの主体に対応する形で対

応方法の一例を記載しております。表の色分けは、前のスライドの①から③までの箱の色

に対応しております。この見方ですけども、例えば、①の情報管理機関における民事判決

情報の不適正利用のリスクというところがありますが、これに対しては、情報管理機関に

対する不適正利用を禁止する規律を設けることで対応ができるのではないかと考えられ

ます。次の情報管理機関における情報漏えいにつきましては、情報管理機関がセキュリテ
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ィ体制を確保することにより対応が可能ではないかと思われます。また、仮名漏れの欄を

見ていただきますと、情報管理機関が適切な体制を確保して漏れを防ぐということが考

えられるほか、仮に仮名漏れが生じてそのまま情報が下流に流れていったとしても、その

下流に位置する利活用機関やエンドユーザーに対して、入手した情報に仮名漏れがある

ことを知りながらあえてインターネット上にアップロードするなどといった不適正な方

法で利用することを禁止すれば、プライバシーリスクへの対応が可能になるようにも考

えられます。他方において、このような複層的な対応が考えられる場合に、果たしてエン

ドユーザーにまで不適正な利用を禁ずる規律を設ける必要があるのかどうか。これは先

ほどエンドユーザーの外延について御議論あったところですので、そうしたことを踏ま

えて更に議論があるのではないかと思われます。この表は、こうした議論のたたき台とし

て御活用いただくために作成したものでございまして、具体的な対応の方法につきまし

ては、洗い出されたリスクの内容を踏まえつつ、皆様に御議論をいただければと存じます。

それでは、前のスライドに戻りまして、論点 5について、幅広い観点から御議論、御意見

を頂ければと存じます。 

よろしくお願いします。以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それではこのリスクの洗い出しということでありますけれ

ども、この点につきまして是非、もっとこういうリスクもあるのではないかとか、あるい

はこういうリスクについてはこういう形での対応というのが更に考えられるのではない

か等々ですね。この 15 ページ 16 ページのこの図というか表について、お気づきの点、何

でも結構ですので御指摘を頂ければと思います。それでは板倉委員、お願いいたします。 

板倉委員： 

はい、板倉です。ありがとうございます。三つぐらいあるのですが、一つは、基本的に、

個人情報保護法は情報管理機関と利活用機関にかかると思います。個人情報保護法に不

適正利用禁止という非常に一般的な条項が存在しているので、個人情報保護法に加えて

新たな法律で義務を書くのか、そうではなくて義務は個人情報保護法の解釈として示し

ていくのか。例えば情報漏えいも個人情報データベース等に該当すればセキュリティの

義務がかかっていますので、それは個人情報保護法があるからという形で解釈だけ示す

のか今回新たに書くのかというのが、情報管理機関と利活用機関にはあると思います。そ

れからエンドユーザーにまで目的外利用を禁止すべきかという点に関し、デジタル庁が、

いろいろな情報がインターネット上で閲覧等できる場合の配慮について全省庁で一応ま

とめた方針があります。これの中でも閲覧情報の不適正な利用を防ぐためのルールの整

備についてというのがありまして、この取組も一般的な行政規制になるとすればかかっ

てきますので、そことの整合性も加味しながら考えていただければと思います。 

それから先ほどの表にない点が二つありまして、一つは提供部分ですね。これは今まで

の判例データベースも、個人情報保護法との関係では「著述」で解釈するしかないのでは
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ないかという話を前回か前々回申し上げましたが、この情報管理機関から利活用機関、利

活用機関からエンドユーザーもこれは仮名が漏れていたとしても「著述」なのだと。仮名

化してあっても個人情報の場合も当然ありますし最初の方にも申し上げたように裁判官

の名前とか弁護士の名前とか一応入っていますので、それは「著述」という解釈でいくの

か、そうじゃなくて何かこれ法律に書くのかというのを一つ考えないといけない。 

それから最後に、先ほどの表には裁判所自身がないので、これは巽先生もおっしゃって

いたように、いったい裁判所はここで作るデータベースを何だと思ってどういうふうに

使うのかということで、裁判所の情報の取扱いについて書くのか書かないのか、これは裁

判所全体の中でのこのデータベースの位置付けも含めて考えないといけないという点で、

以上 4点申し上げました。よろしくお願いします。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。増田委員、お願いいたします。 

増田委員： 

はい、ありがとうございます。私の方からはこのエンドユーザーに関してなんですが、

利活用機関のところには一定の規範を設けて、何らかの条件をつけるとかいうお話があ

るかと思うのですが、個人の場合ですね、一般国民の場合、それをどの程度運用するのか

という問題があろうかと思います。 

情報処理、情報管理機関から出されたデータがもう仮名処理されているので、万が一流

出しても大きな問題はないというふうに考えるのか、そこの問題だと思うのですけれど

も、それでもなお不適正な利用をしてはいけないのか。それからこの推知情報ということ

に関わるかと思うのですけれども、例えば消費者問題というのは一件だけの問題ではな

く、どうしても問題が多発するということがありますので、いろいろ情報を兼ね合わせて

推測した情報を付け加えて、それをどこかにアップしていくとかそういうことも考えら

れるわけですね。 

一方的な情報を加えて SNS などで流されると、非常に拡散されて炎上したりという可

能性も今はありますので、個人、国民個人に関しても何らかの条件というか、規制をかけ

る必要というのがあるのではないかなというふうに考えております。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。板倉委員お願いします。 

板倉委員： 

今の増田委員の話に関連して、少し私もエンドユーザーと規制というのを申し述べた

ので申し上げると、利用目的が狭ければ狭いほどエンドユーザーの方にも規律をかけな

ければいけないわけですが、判例というのは限りなく利用目的は限定されないものでは

ありますので、当然それに過度の規制をかけると表現の自由等の問題も出てきます。結局

ここは、これは指針内だからいいという、名誉毀損になるようなものは駄目だよという努
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力義務的なものにならざるを得ないのだろうなという気がします。それは先ほどのデジ

タル庁の方針に当てはめたとしてもそうなるのだろうなという意味で、注意規定に近い

ものだと思います。ここでがっつり規制をかけると当然判例について語っちゃいけない

のかみたいな話になりますので、かなり緩いものにはなる、注意規定的なものになるので

はないかなとは思います。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。小塚委員お願いいたします。 

小塚委員： 

はい、ここに書いていただいたこと自体は私も理解しますし、それに異論を唱えるわけ

ではないのですが、書き方としてはやはり気になるところがあります。 

どういうところかと言いますと、例えば情報漏えいとか、推知情報というのがそもそも

リスクなのかということです。何かが推知されるというリスクなのだと思いますけれど

も、情報漏えいということがリスクだとすると、前提として何か秘密の情報があるという

ことだと思うのですね。秘密の情報があるから漏えいする。しかし民事裁判に関わる情報

というのは、閲覧制限がかかっているという場合を除けば、これはそもそも秘密ではない

ということが前提なのではないかと思うのです。ですから情報漏えいリスクというと、ち

ょっとやはり違和感がある。何が申し上げたいかというと、板倉先生が 2回目におっしゃ

ったことなのですけれども、要するにプライバシー侵害ということが起こるかどうか、こ

れがリスクの本体なのだと思うのですね。そうすると、プライバシーという一般的な用語

はともかくとして、法律的な意味でプライバシー侵害という権利侵害が発生する場合と

いうのは、これはある程度限られた話である。例えば、一民間人が訴訟の原告になってい

るとか被告になっているということが明らかになることは、プライバシー侵害なのだろ

うか。そんなことを言ったら裁判所の入口だって目隠しの目張りか何かしないといけな

いのではないか、というような気もするわけで、それはちょっと極論ですけれども。どう

いう場合に、どういう情報が、どういう形態で広く流布した場合にプライバシー侵害が成

立するのかというところを、少し丁寧に議論をしないと、ちょっとでも個人の氏名が明ら

かになったらそれはもうプライバシー侵害だ、それが流出したのはどこから流出したの

だ、そういうリスクを防ぐためにはどんなセキュリティが必要だと、そういう話になりそ

うですが、それは少し違うのではないかなというふうに思ったということです。そのこと

が情報漏えい、推知情報等々の辺りについて非常に気になったことです。 

それからもう一つは、先ほど私が発言したこととも関係しますが、情報管理機関のとこ

ろの下の方で不公平な提供と事業破綻リスクという項目が出てきました。不公平な提供、

これは先ほど申し上げましたが、ものすごく大事なことだと思っておりまして、ここに対

する公平なアクセスというのがこの制度の肝であるというふうに私は考えます。逆にそ

のリスクは、技術的には低いのではないかと言われればそうかもしれませんけども、しか
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し理論的には強い肝であると考えます。それに比べると事業破綻というのは、別に破綻し

ていいと思っているわけではありませんが、リスクのレベル感としてはやや違って、対応

策の方の表にも書いていただいているように、例えば適切にスムーズに事業承継できる

ような仕組みさえ作っておけば、暴論としては破綻してもよいということになりますし、

もっと言えば破綻が起きないように、それは財政支援をしっかりしましょうというレベ

ルのことなのであって、ちょっとそこはレベル感が違うかなと。そういう意味ではリスク

の洗い出しということでこう書いていくというのは重要なことかもしれませんが、それ

ぞれのリスクの質と、レベル感の違いがあるということは自覚して議論したいなという

ふうに思いました。 

以上でございます。 

山本座長： 

はい。ありがとうございます。小塚委員の御指摘、誠にごもっともで、この資料の趣旨

としては、今最後に増田委員がおっしゃったように、とりあえず全てのリスクを網羅して、

それぞれに対応することを考えてみましょうということであろうかというふうに思いま

す。当然ながらこの、それぞれのリスクの重みあるいはそれに対する対応の、何というか

ですね、必要性の強度というのはそれぞれ事柄によって違ってくるということは正にそ

の御指摘のとおりかなというふうに思います。 

それでは宍戸委員お願いします。 

宍戸委員： 

はい、宍戸でございます。今座長がおっしゃられたとおりだろうと思うのですけれども、

小塚先生がおっしゃるとおり、そもそもリスクを 1 回全部書き出してみたらいいのでは

ないかということは、多分私が申し上げて、それで事務局が大変苦心して書いていただい

たものだろうと思います。その点で私、責任を若干感じているところではありますが、同

時に、とにかく 1回洗い出して可視化してみた、そうやってみた次の評価として、そんな

にまじめに検討や気にしなければいけないリスクがどれかといった問題がまず一つあり

ます。 

それからもう一つは、既存の法制あるいは社会的なルールにおいて既に対応済みだと

考えられるリスクであって、民事判決データベースを情報管理機関を上流として流通さ

せることで何か実質的に異なるリスクが起きているわけでなければ、それは既存のルー

ルで対応すればいいのではないのか。とりわけ先ほど板倉先生からもお話ございました

けれども、これは繰り返しになるのですが、多義的であると思いますけれどもいわゆるエ

ンドユーザーが民事判決データを取得して何か悪いことに使うといったことがあったと

きに、どう対応するか。もちろん一定の場合においてはプライバシーの問題だと言えるか

もしれませんけれども、破産者マップ問題が何度かこの場で議論されておりますけれど

も、こと民事判決の仮名化された情報を大量に取得して、悪用されるようなことについて

の問題を、行為規制という形にするのか、法益侵害として書くのか。結局同じことなのか



40 

 

もしれませんが、何らかルールを明確化していくことも含めて、この後、1回書き出した

リスクに対して既存の仕組みで対応できているもの、あるいは既存の仕組みの中で民事

判決固有の問題として明確化を要するものを整理していき、それ以外は、この後御議論が

ある制度整備の在り方に関わると思いますが、利活用機関それから情報管理機関に固有

の規律で過不足なく対応できるものになるのかを整理していくということになるのかな

と思います。 

いずれにしましても今の段階で、民事判決データが流通することによって、今まで世の

中にある、あるいはオープンデータ一般に伴うリスク以上の固有のリスクがあるのかと

いうことについては、特にこの場にお詳しい方々がお集まりだと思いますので、何かお気

付きの点がないかどうかは今の時点でいただけると、事務局も、今後の検討という点でも、

非常に助かるのかなと思います。 

私からは以上です。 

山本座長： 

ありがとうございます。事務局になり代わってというか、御発言を頂いて大変ありがた

かったかと思います。 

あるいは、まだ今日の資料がいっぱい残っているのでとお思いになって、御発言を控え

ていただいている方もひょっとするといるのかもしれませんが、今日のところは、この論

点 5 まで御議論いただければ基本的には足りるというか、論点 6 以下は、次回に議論し

ていただいても基本的には十分であるという、腹づもりで今日ここで議論していただい

ていますので、今宍戸委員からも御指摘があったように、何でも結構ですので、こういう

点もあるじゃないかとか、この論点をここのリスクについてはより気をつけるべきだと

か、ここはまあ大したことじゃない、今の他の制度でも対応できているのではないか等々、

何でも結構ですので御発言いただけるところがあればと思います。巽委員、お願いします。 

巽委員： 

ありがとうございます。このリスクの中に含まれてないように見えますのが、情報が処

理される過程で判決情報の真正性が失われてしまうとか、そこまでいかずとも、情報を加

工したり付加したりしていった結果、利用者の側からはアクセスできなくなってしまう

判決が生じるといった辺りかと思います。判決情報の真正性の確保ですとか、特定の判決

の検索性を意図的に下げないですとか、そういった辺りも問題としてあるのかなと感じ

た次第です。これは主として、青の情報管理機関におけるリスクということになろうかと

思いますが、裁判所や利活用機関にも関わると思います。 

もう 1点は、ここでの話ではないかもしれないのですが、先ほどエンドユーザーに規律

をかけるとしたらどういうことになるかという話が出ていましたけれども、この種の規

制には、法務省や個人情報保護委員会が勧告や命令を出すような行政規制もあれば、民事

法の特別ルールとして行政機関を介さずに裁判所で問題を処理するルールもありますの

で、リスクの性質に応じて取るべきその規制の手段も変わるだろうと思います。 
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山本座長： 

ありがとうございました。それでは町村委員、お願いいたします。 

町村委員： 

はい。先ほど小塚委員がおっしゃっていた中で①の情報管理機関が不公平な提供をし

ないというのが肝だというお話は、私も同感です。ただ、エンドユーザーが情報管理機関

にアクセスできるという要素を入れてしまうと、その公平さっていうのは一様ではなく

て、非常に多様な利用者を多様に扱うという、配分的正義的な公平を強いられるわけです

から、ちょっと概念矛盾のようなものにもなってきますよね。なので、非常に難しい話に

はなろうかなと思います。さっきの話にどうしても戻ってしまうのですけども、エンドユ

ーザーが利活用機関ではなく情報管理機関にアクセスをするという形をとらないで、し

かし、エンドユーザーが国民として判決情報にアクセスを保障されるということを考え

るとなると、この利活用機関のところをもう少しですね、幅広くすべきかと。利活用機関

一つ一つに、全員にその不公平な提供を禁じるっていうことは理念としてもあまり良い

ことではないと思いますけれども、しかしながら利活用機関の全体を持ってですね、エン

ドユーザーに全ての判決へのアクセスが可能になるような、そういう利活用機関の存在

を保障するといいますかね、そういうような形で代替できないかなというふうに考えた

次第です。例えば図書館であるとかですね、先ほど山田委員が法テラスとおっしゃってい

ましたけども、法テラスもその一つかもしれません。要はエンドユーザーの法へのアクセ

スを保障するような、そういう機関というのが営利企業ではないセクターにも道を開く

と、そういう可能性を置いたらいいのではないかなというふうにはちょっと思っていま

す。 

その他リスクとして、判決情報は公開なのになぜ情報漏えいが問題となるのかという

ところには、私も引っ掛かりを覚えるところではありますし、それから推知情報等という

ところで何を要求するかということにもかかってきますけども、推知できないようにす

るというようなことをしてしまうと、これはもう判決データではなくなってしまうので、

それこそ教科書に引用された判決の一部みたいな、そういうものしか提供できなくなっ

てしまうと、これはちょっと全体のスキームには反するかなというふうに思いますので、

今後の議論でその辺を詰めていきたいというふうに思います。 

以上です。 

山本座長： 

はい、ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。特段ございませんでしょう

か。事務局の方から何か確認しておく点はございますか。 

事務局： 

渡邊です。特に今の時点ではございません。 

山本座長： 

はい。ありがとうございました。それではよろしければ、今基本的にはここで掲げられ
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ているリスクというようなもの、中身とかあるいはその重要性とかについては様々御意

見を頂いたところですけれども、基本的にはここに掲げられているようなリスク、それに

付加すべき点についても一部御指摘をいただきましたけれども、おおむねはこれに沿っ

ての御議論をいただけたかと思います。 

それに対する対応というのは今後の各論的なところで御議論をいただくことになろう

かと思います。それでは、以上で論点 5のところについて御議論をいただきました。先ほ

ど申し上げたように、今日はここで終わっても良いかなと思ってはいたのですが、若干時

間がなお残っておりますので、引き続きまして、この 17ページ、資料 2の 17 ページ以降

につきましても、事務局の方から若干御説明をいただいて、時間の許す限りで御議論をい

ただければというふうに思います。事務局からお願いいたします。 

事務局： 

渡邊です。それではスライド 17 ページから最後まで御説明差し上げたいと思います。 

まずスライドの 17 ページを御覧ください。第 3は「制度整備の在り方」についてでご

ざいます。具体的な制度設計につきましては、本日頂きました御意見を踏まえながら、事

務局において検討してまいりたいと思いますが、ここでは財団 PT における議論の内容を

御紹介しつつ、設けるべき規律の内容につきまして、現時点で想定される論点を適宜お示

ししながら、今後の検討の方向性について皆様から御意見を頂きたいと思います。 

スライドの 18 ページを御覧ください。まず、「法整備の必要性」でございますけれど

も、ここでは財団 PTにおける議論の状況を御紹介します。財団 PTにおきましては、本件

スキームを実現するためには二つの観点から法整備が必要であるとされました。まず１

点目でございますけれども、裁判所から情報管理機関に対する民事判決情報の提供プロ

セスについて法整備をする必要があるとされました。これは現行の実務では、民事判決情

報の提供要請があった場合、要請を受けた各地の裁判所において、内部的な規律の下で、

個々の民事判決情報について、その利用目的など個別具体的な事情に鑑みて、その提供の

可否などを判断する運用となっているそうですが、本件スキームの下では裁判所から提

供される民事判決情報の数が膨大な数に上りまして、利活用の目的も最終的には多様な

ものとなることが予想されるほか、個々の民事判決情報の提供の可否などについての裁

判所の個別具体的な判断を経ることなく情報管理機関が包括提供を受けることを可能に

することから、適正性確保のための方策として法整備をする必要があるとされたもので

ございます。 

2 点目でございますけども、情報管理機関に一定の適格性を求め、これを担保するため

に法整備をする必要があるとされました。これは、情報管理機関には公益的な事業の担い

手として、個人情報を含む膨大な量の民事判決情報を取得すること、訴訟関係人の権利利

益との適切な調整を図りながらこれをデータベース化すること、適切な情報セキュリテ

ィ体制の下で厳格にこれを管理すること、提供先となる利活用機関の情報管理体制等を

考慮しながら公平に提供を行うことなどが求められるほか、実費以上の収益を上げるこ
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とも想定されていないことなどを踏まえまして、情報管理機関に一定の適格性を求め、こ

れを法的に担保すべきであるとされたものでございます。 

続きましてスライドの 19 ページを御覧ください。財団 PT においては以上のような議

論がされてきたところでございますけれども、この検討会においても、改めて法整備の必

要性などについて皆様の御意見を頂きたいと思います。論点 6 としてお示ししておりま

すけれども、本件スキームと同じような形で民事判決情報を提供していくこととした場

合には、一定のリスクが想定されるところでございまして、これに対応するためには、裁

判所から民事判決情報の包括的提供を受けられる者を一定の適格性が担保された情報管

理機関に限定いたしまして、民事判決情報の提供プロセスについて法整備をする必要が

あると考えられるところですが、この点について改めて皆様の御意見を頂きたいと思い

ます。また、論点 7では規律を設ける際の留意事項について、論点 8では情報管理機関の

適格性を担保するために求められる事項について、皆様から御意見を頂きたいと考えて

おります。 

続きましてスライドの 20ページを御覧ください。論点 9では、利活用機関におけるプ

ライバシーリスクへの対応としてどのような規律を設けることが考えられるか、皆様か

らアイディアを頂戴できればと思います。御参考までに、財団 PT においては、情報管理

機関が民事判決情報を利活用機関に提供する契約が適正な内容となるよう、必要な規律

を設け、利活用機関には契約内容を遵守させるなどといった方法が考えられるのではな

いかとの意見があったところでございます。このような方法はあくまで例示として示さ

れ、具体的な方向性までは示されておりませんでした。 

続きましてスライドの 21ページを御覧ください。論点 10 は、エンドユーザーにおける

プライバシーリスクへの対応についてです。財団 PT においては、明示的な論点としては

議論されなかったところでございますが、エンドユーザーに提供される民事判決情報は、

基本的には適切な仮名処理が行われたものと考えられるものの、不適正な利用などによ

り訴訟関係人の権利利益が害されるリスクは必ずしも否定しきれないようにも思われま

す。このようなリスクの低減を図るための措置について、その要否も含めて皆様の御意見

を頂ければと存じます。 

残りの時間も限られておりますので、個別の論点につきましてはまた改めて御議論い

ただきたいと思っておりますけども、残された時間で概括的な御意見でも頂戴できれば

と思います。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。という趣旨ですので、また改めてしっかりと御議論いただく

時間は設けたいと思いますけれども、残りの時間でもしお気づきの点があれば、御質問で

も御意見でも何でも結構ですので、この時点で御発言をいただければと思います。宍戸委

員、お願いします。 
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宍戸委員： 

はい、宍戸でございます。度々申し訳ございません。ここで具体的に論点 7から 9まで

上げていただいている点は、これまでも総論的に、あるいは総論と各論の真ん中で中論と

言ったらいいのか分かりませんけれども、御議論いただいている点に対応する部分も多

いと思いますので、適宜、それらの発言の中でどれが対応するかということを、次回事務

局において御整理いただけるといいかなと思いますというのが 1点です。 

2 点目は、これに類似した制度として、次世代医療基盤法の仕組みがあるのではないか、

そして、そこにおいてはこういった問題があるということを米村先生から的確に御紹介

いただきました。私自身、内閣府におきまして、現在、次世代医療基盤法の見直しのワー

キンググループの主査を務めておりますが、それとの関係で申しますと、一番大きなポイ

ントは、この情報管理機関が一つなのか複数なのかが、制度設計上難しい問題でございま

す。これが基本的に一つと決まっているということであれば、話はかなり簡単でございま

す。つまり、ここに公共的な責務を負わせた上で、そこに資源も規律も集中させるという

ことで、まずはいいのだろうと思います。むしろ問題は利活用機関の範囲をどう捉えるか、

これが薄く広くなっている場合には、リスクが累積的に高まっていきますので、それに対

する強めの規律、あるいは管理機関の契約による縛り、もう二度と情報を出してやらない

ぞという縛り、あるいはこの管理機関に対する監督を通じて、利活用機関に対してきっち

りとした監督を行っていくということが必要になりますし、逆に、利活用機関が少なくと

も最初のうちはある程度限られているということであれば、情報管理機関と利活用機関

の間の契約で縛ることができるかもしれないといった問題はございます。 

それから 3点目に、先ほどデジタル庁が取りまとめた方針は、板倉先生が確か御議論に

参加されて、私も板倉先生のお供みたいな感じで加わったところもございますけれども、

これは公共的な情報がオープンデータ的に世の中一般に出ていったとき、あるいは登記

情報等の一般に使われることが予定されているデータが世の中でデジタルになって見ら

れるようになったときのリスク一般について検討した、非常に貴重なものだと思います。

その意味で、この場で参照されるに値するものだと思います。他方、民事判決データにつ

いては、これまで御議論ありましたように、登記のデータが表に載っていますとかいうの

とはまた違いまして、判決文の中身に裁判を受ける権利を行使される原告の方、被告の方、

関係者の方の様々な情報が入っている部分がある。しかし、そのことも含めて我々は裁判

の公開という制度を設けている、このことは小塚先生、繰り返し御指摘のあるとおりであ

ります。そういったものに特有のプライバシーのリスク、プライバシーといってもいろい

ろ多義的でございますけれども、それがここで一体何なのか。普通の個人情報であるとか、

公的な情報が一般にデジタル化されることに関連するリスクとは違うリスクが、プライ

バシーという言葉でとどまらずに、その実質が何であるのかということとの関係で加え

て、繰り返しになりますが、利活用機関での直接的な対応を求めるのか、情報管理機関を

通じた規律でいいのか。もう少し深堀りしていく必要があるかなと思っております。 
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すみません。私から以上でございます。 

山本座長： 

ありがとうございます。ちょっと私から 1 点だけ。今の宍戸委員の御発言との関係で

は、情報管理機関の数を一元化するかどうかという点については、今までの委員の御発言

の中では、その一元化というか一つにするということに賛成の御意見は多かったように

思うのですが。ただタニグチ委員などから御指摘がありましたように、なお、この点は論

点としてそ上に残っているということで御議論いただく機会は必ず設けたいというふう

に思いますので、またその節、御議論をいただければと思います。 

はい、それでは続きまして、板倉委員お願いいたします。 

板倉委員： 

簡潔に二つだけ。一つは執行をどなたが行うのかというのと、繰り返し私が申し上げて

いる、普通の判例データベースと同様に提供する際に個人情報保護法の第三者提供をど

うやってクリアするのかという問題があり、いずれも個人情報保護委員会と調整が要る

のではないかと思いますので、それはここで呼んできてお話を聞くのか事務局がお話を

聞くのかは私は問いませんが、早めに調整が必要かなと思いました。 

もう一つは、情報管理機関が一つであって通常の業規制のようにやって、例えば許認可

なのか指定なのかが取り消された場合、ミッションクリティカルなので、いなくなっちゃ

うという問題がありますので、一つの場合はゼロになってしまわないような何らかの手

当てが要るのではないかというようなことがあります。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは町村委員、お願いいたします。 

町村委員： 

概括的な意見を言えということなのでこの機会に言っておきますけれども、やっぱり

仮名化するとはいえですね、個人情報保護法的にいうと要配慮個人情報となり得るよう

なデータが多く含まれるだろうということは間違いないところだと思うので、そうする

と、個人情報保護法が要配慮個人情報について保護するスキームは本人同意をもって取

得からコントロールするという話だと思うのですけども、そのようなやり方はおよそ考

えられないので、それとは別の考え方で、ほぼ双方の実質を考えるという、そういうこと

にならざるを得ないと思うのですよね。そういう前提で制度を作っていく必要があるし、

それから法整備も必要だというふうに思います。ですから、個人情報保護委員会との関係

で何らかの意見交換をされる場合には、そういうところも含めてですね、実質的な議論を

する必要があるのではないかなというふうに思いました。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。この点につきましては先ほどもあ
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りましたようにまた今後、どこかで御議論を正面からいただくということで本日の段階

としてはこの程度でよろしゅうございましょうか。事務局から何かございますか。 

事務局： 

渡邊です。特にございません。本日は様々な観点から御指摘を頂きましたので、更に整

理して資料作りに努めたいと思います。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは本日の御議論はこの程度というふうにさせていた

だければと思います。事務局の方から今後の日程等を御説明いただければと思います。 

事務局： 

渡邊です。次回以降の会議の予定は、会議用資料として配布した資料のとおりとなりま

す。議事の詳細は後日、事務局の方から改めて御連絡差し上げたいと思います。 

以上です。 

山本座長： 

ありがとうございました。それでは本日の審議はこれにて終了とさせていただきます。

本日も長時間にわたりまして大変活発な積極的な御意見を頂戴いたしまして、ありがと

うございます。引き続き、どうかよろしくお願いをいたします。 

それでは本日はこれにて終了いたします。ありがとうございました。 


